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地方独立行政法人明石市立市民病院の概要 

 

１ 概要 

 ① 法人名    地方独立行政法人明石市立市民病院 

 ② 所在地    明石市鷹匠町 1番 33号 

 ③ 設立年月日  2011年 10月 1日 

 ④ 設置・運営する病院           （2020年 3月 31日時点） 

病院名 明石市立市民病院 

主な役割及び機能 

地域の中核的急性期病院 

地域医療支援病院 

救急告示病院 

臨床研修指定病院 

病院群輪番制病院 

在宅療養後方支援病院 

災害対応病院 

ＩＳＯ9001認証取得病院 

所在地 明石市鷹匠町 1番 33号 

病床数 許可病床 329床（一般）（稼働病床 327床） 

診療科目 

総合内科、血液内科、腎臓内科、糖尿病内科、リウマ

チ・膠原病内科、健診科、循環器内科、脳神経内科、

消化器内科、心療内科・精神科、小児科、外科、一般

外科・乳腺外科、整形外科、脳神経外科、皮膚科、泌

尿器科、産婦人科、眼科、耳鼻咽喉科、リハビリテー

ション科、放射線科、麻酔科、病理診断科、救急診療

科 

 

⑤ 目的 

この地方独立行政法人は、地域住民に救急医療及び高度医療をはじめとした

医療を提供するとともに、地域の医療機関及び市と連携して、住民の健康の維

持及び増進に寄与することを目的とする。（明石市立市民病院定款第１条） 

 

⑥ 業務内容 

（１）医療を提供すること。 

 （２）医療に関する地域支援を行うこと。 

 （３）医療に関する調査及び研究を行うこと。 

（４）医療に関する従事者の研修を行うこと。 
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（５）前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

 

  ⑦ 沿革 

2011年 10月 1日 地方独立行政法人明石市立市民病院へ移行 

2013年 11月 12 日 兵庫県知事より地域医療支援病院の承認を受ける 

2016年 1月 16日 明石市より災害対応病院の指定を受ける 

 

  ⑧ 設立根拠法  地方独立行政法人法（平成 15年法律第 118号） 

 

  ⑨ 明石市立市民病院の基本的な目標等 

明石市立市民病院は、開設以来 60余年の長きにわたり、市民に支えられなが

ら、その時代のニーズに対応した診療を提供し、地域医療を支え、守り続けて

きました。 

今日、医療を取り巻く環境がめまぐるしく、また大きく変化するなかで、明

石市立市民病院は、地域の医療機関と相互の医療機能を活かした役割分担と連

携を図り、質の高い医療を効果的、効率的に提供し、高度化・多様化する患者

の医療ニーズに応えていく必要があります。 

このため、「患者中心の安全で高度な医療を提供し、市民の生命と健康を守り、

市民からの信頼に応える」という変わらぬ基本理念のもと、地方独立行政法人

の特色である柔軟性と迅速性を十分に活かしつつ、高度な総合的医療と救急医

療や小児医療などの政策医療を安定的かつ継続的に提供しながら、医療の質の

さらなる向上に取り組みます。 

あわせて、経営改善に向けた取組を積極的に行い、収支構造を改善し、経営

基盤の安定を図ります。 
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⑩  組織図（2020年 3月 31日時点） 
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２ 現況 

 ① 役員の状況 

役職 氏名 任期 担当 経歴 

理 事 長 藤本 莊太郎 
自  2019 年 4 月 1 日 

至  2023 年 3 月 31 日 

医療政策、経営管理

本部および法人部統

括、行政及び医師会

対策 

2011年 4 月 

 院長 

2011年 10月 

 理事長兼院長 

2015年 4 月 

 現職 

副理事長 阪倉 長平 
自  2019 年 4 月 1 日 

至  2023 年 3 月 31 日 

理事長業務補佐、診

療体制管理および業

務改善担当、医療倫

理および医療の質管

理（ＩＳＯ）担当、

大学・関連医療機関

渉外 

2015年 4 月 

 院長 

2015年 4 月 

 現職 

理 事 景山 直人 
自  2019 年 4 月 1 日 

至  2020 年 3 月 31 日 

医療技術部管理、救

急体制管理統括 

2000年 7 月 

 整形外科部長兼リハビリテ

ーション科部長 

2011年 10月 

 現職 

理 事 山中 邦人 
自  2019 年 4 月 1 日 

至  2021 年 3 月 31 日 

患者支援部担当、医

療情報管理、広報担

当、外科部門 

2009年 10月 

 泌尿器科部長 

2014年 5 月 

 現職 

理 事 齋藤 実 
自  2019 年 4 月 1 日 

至  2021 年 3 月 31 日 

内部統制および医療

安全管理担当、ＤＰ

Ｃおよび診療報酬管

理担当、診療報酬支

払基金出務、回復期

リハビリテーション

管理担当、医師会理事 

2007年 4 月 

脳神経外科部長 

2015年 4 月 

院長補佐 

2016年 4 月 

現職 

理 事 堀口 由香里 
自  2019 年 4 月 1 日 

至  2021 年 3 月 31 日 

看護体制全般管理、

患者支援部担当、訪

問看護ステーション

担当 

2014年 4 月 

 看護部長 

2014年 4 月 

現職 

2016年 4 月 

副院長兼看護部長 

監 事 藤井 伊久雄 
自  2019 年 7 月 1 日 

至  ※         

弁護士 1977年 4 月 

弁護士登録 

2011年 10月 

現職 

監 事 小松 知史 
自  2019 年 7 月 1 日 

至  ※         

公認会計士 1996年 4 月 

小松公認会計士事務所開設 

2011年 10月 

現職 

2017年 4 月 

地方独立行政法人りんくう

総合医療センター 監事 

※監事の任期は理事長の任期に基づいて定めるものとし、任命の日から当該対応する理事長

の任期の末日を含む事業年度についての財務諸表承認日までとする。（地方独立行政法人明

石市立市民病院定款第９条の２）
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② 職員数    625人（2020年 3月 31日時点） 

 2018年度 2019年度 前年度との差 

正規職員 454人 489人 ＋35人 

再雇用職員 4人 7人 ＋3人 

有期雇用職員 132人 129人 ▲3人 

  ※出向者 1名（合計には含まず） 

 

③ 常勤職員平均年齢  38.4歳（2020年 3月 31日時点） 

 

④ 資本金の状況                 （単位：百万円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

設立団体出資金 1,059 0 0 1,059 

資本剰余金 497 0 0 497 

利益剰余金 1,534 132 0 1,534 

純資産合計 3,090 132 0 3,222 

注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものが

あります。 

 

３ 財務諸表の要約 

① 貸借対照表                      （単位：百万円） 

資 産 の 部 金 額 負 債 の 部 金 額 

固定資産 

 有形固定資産 

 無形固定資産 

 投資その他の資産 

流動資産 

 現金及び預金 

 医業未収入金（未収入金含む） 

 その他流動資産 

5,916 

5,729 

25 

161 

2,982 

1,736 

1,191 

55 

固定負債 

 資産見返負債 

 借入金 

 引当金 

 その他固定負債 

流動負債 

 医業未払金（未払金含む） 

 一年以内返済予定借入金 

 引当金 

 その他流動負債 

4,227 

352 

1,247 

2,587 

42 

1,448 

782 

323 

282 

62 

負 債 合 計 5,676 

純 資 産 の 部 金額 

資本金 

資本剰余金 

利益剰余金 

1,059 

497 

1,666 

純 資 産 合 計 3,222 

資 産 合 計 8,898 負 債 純 資 産 合 計 8,898 

注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものが

あります。 
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② 損益計算書                    （単位：百万円） 

科   目 金  額 

営業収益 

 医業収益 

 その他営業収益 

営業費用 

 医業費用 

 一般管理費 

8,576 

7,600 

977 

8,218 

7,976 

242 

営業損益 358 

営業外収益 

営業外費用 

100 

313 

経常損益 145 

臨時利益 

臨時損失 

0 

13 

当期総損益 132 

注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものが

あります。 

 

③ キャッシュ・フロー計算書            （単位：百万円） 

科   目 金  額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー 612 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー △443 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー △220 

Ⅳ 資金増減額 △51 

Ⅴ 資金期首残高 987 

Ⅵ 資金期末残高 936 

 

④ 行政サービスコスト計算書            （単位：百万円） 

科   目 金  額 

Ⅰ 業務費用 851 

  損益計算書上の費用 

  （控除）自己収入等 

8,544 

7,693 

Ⅱ 引当外退職給付増加見積額 1 

Ⅲ 機会費用 0 

Ⅳ 行政サービス実施コスト 852 
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４  財務情報 

   （１）当期総損益、資産、負債、キャッシュ・フローなどの主要な財務データ及び行政サ

ービス実施コスト計算書の経年比較・分析 

① 経常収益 

2019 年度の経常収益は 8,676 百万円と、前年度と比較して 231 百万円増

（2.7％増）となっています。これは、前年度と比較して運営費負担金収益

が 126 百万円減（12.0％減）となったが、医業収益が 364 百万円増（5.0％

増）となったことが主な要因です。 

 

② 経常費用 

2019 年度の経常費用は 8,531 百万円と、前年度と比較して 258 百万円増

（3.1％増）となっています。これは、前年度と比較して給与費が 192 百万

円増（4.2％増）、経費が 71百万円増（6.2％増）となったことが主な要因で

す。 

 

③ 当期総損益 

2019年度の当期総利益は 132百万円となり、前年度と比較して 34百万円

減（前年度は 166百万円の当期総利益）となっています。これは、前年度と

比較して医業収益が 364 百万円増（5.0％増）となったが、運営費負担金が

126百万円減（12.0％減）となり給与費が 192百万円増（4.2％増）、経費が

71百万円増（6.2％増）となったことが主な要因です。 

 

④ 資産 

2019年度末現在の資産合計は 8,898百万円と、前年度と比較して 74百万

円増（0.8％増）となっています。これは、前年度と比較して有形固定資産

等の固定資産が 133 百万円減（2.2％減）となったが、現金及び預金等の流

動資産が 207百万円増（7.5％増）となったことが主な要因です。 

 

⑤ 負債 

2019年度末現在の負債合計は 5,676百万円と、前年度と比較して 58百万

円減（1.0％減）となっています。これは、前年度と比較して引当金（退職

給与引当金、賞与引当金）が 109 百万円増（3.9％増）となったが、借入金

（移行前地方債償還債務、長期借入金）が 191百万円減（10.8％減）となっ

たことが主な要因です。 

 

⑥ 業務活動によるキャッシュ・フロー 

2019 年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 612 百万円の収入とな

り、前年度と比較して 115百万円の収入減（15.8％減）となっています。こ

れは、前年度と比較して医業収入が 201 百万円増（2.7％増）となったが、
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人件費支出が 164 百万円増（3.7％増）、運営費負担金収入が 126 百万円減

（12.0％減）となったことが主な要因です。 

 

⑦ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

2019 年度の投資活動によるキャッシュ・フローは 443 百万円の支出とな

り、前年度と比較して 556百万円の支出減（55.7％減）となっています。こ

れは、前年度と比較して定期預金の預入による支出が 200百万円増（33.3％

増）となったが、定期預金の払戻による収入が 600百万円増（前年度は 0）、

有形固定資産の取得による支出が 133百万円減（33.6％減）となったことが

主な要因です。 

 

⑧ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

2019 年度の財務活動によるキャッシュ・フローは 220 百万円の支出とな

り、前年度と比較して 51 百万円の支出減（18.8％減）となっています。こ

れは、前年度と比較して長期借入れによる収入が 80 百万円減（21.2％減）

となったが、長期借入金の返済による支出が 113百万円減（23.9％減）とな

ったことが主な要因です。 

 

主要な財務データの経年比較                        （単位：百万円） 

区  分 2 0 1 5 年 度 2 0 1 6 年 度 2 0 1 7 年 度 2 0 1 8 年 度 2 0 1 9 年 度 

経 常 収 益 8,584 8,224 8,707 8,445 8,676 

経 常 費 用 8,277 7,895 8,252 8,273 8,531 

当期総利益[又は(△)損失] 305 326 452 166 132 

資 産 9,320 8,821 8,880 8,824 8,898 

負 債 7,174 6,349 5,956 5,734 5,676 

利益剰余金[又は（△）繰越欠損金] 590 916 1,368 1,534 1,666 

業務活動によるキャッシュ・フロー 719 739 907 727 612 

投資活動によるキャッシュ・フロー △200 △149 △167 △999 △443 

財務活動によるキャッシュ・フロー △573 △499 △432 △271 △220 

資 金 期 末 残 高 1,130 1,221 1,530 987 936 

（ 現 金 及 び 預 金 ） 1,130 1,221 1,530 1,587 1,736 

注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものが

あります。 

  2018年度以降における資金期末残高と現金及び預金の差異は定期預金です。 
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⑨ 行政サービス実施コスト計算書の経年比較 

2019 年度の行政サービス実施コストは 852 百万円と、前年度と比較して

99 百万円減（10.4％減）となっています。これは、医業費用等の損益計算

書上の費用が 265 百万円増（3.2％増）となったが、医業収益等の自己収入

等が 364百万円増（5.0％増）となったことが主な要因です。 

 

                        （単位：百万円） 

区  分 2 0 1 5 年 度 2 0 1 6 年 度 2 0 1 7 年 度 2 0 1 8 年 度 2 0 1 9 年 度 

業 務 費 用 1,136 950 733 950 851 

 うち損益計算書上の費用 8,281 7,898 8,255 8,279 8,544 

 うち自己収入等 7,145 6,948 7,522 7,329 7,693 

引当外退職給付増加見積額 5 2 0 2 1 

機 会 費 用 0 1 1 0 0 

行政サービス実施コスト 1,141 953 734 951 852 

注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものが

あります。 

 

 

（２）重要な施設等の整備の状況 

① 当事業年度中に建替整備が完了した主要施設 

該当なし 

② 当事業年度において建替え整備中の主要施設 

該当なし 

③ 当事業年度中に処分した主要施設等 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 13 - 

（３）予算及び決算の概要                         （単位：百万円） 

区 分 
2018年度 2019年度 

予 算 決 算 予 算 決 算 

収 入 

 営業収益 

 営業外収益 

 臨時利益 

 資本収入 

計 

 

8,281 

112 

0 

450 

8,842 

 

8,306 

107 

0 

395 

8,808 

 

8,663 

109 

0 

318 

9,090 

 

8,548 

107 

0 

327 

8,982 

支 出 

 営業費用 

  医業費用 

  一般管理費 

 営業外費用 

 臨時損失 

 資本支出 

計 

 

7,689 

7,495 

194 

23 

0 

1,110 

8,822 

 

7,711 

7,486 

225 

17 

0 

1,080 

8,808 

 

8,175 

7,960 

215 

20 

0 

824 

9,019 

 

7,711 

7,486 

225 

17 

0 

1,080 

8,863 

単年度資金収支（収入－支出） 20 △0 71 120 

注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものが

あります。 

 

 

（４）経費の削減及び効率化に関する目標及びその達成状況 

 目標 実績 差分 

経費対医業収益比率 15.8％ 15.8％ 0.0％ 
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全体的な状況 

 

１ 総括 

第３期中期計画期間（2019.4.1～2023.3.31）は、「高度な総合的医療の推進」「地

域密着型の切れ目のない病院診療の実現」そして「医療と経営の継続的な質の向上」

を重点目標と位置付け、取組を進めています。 

第 3期中期計画期間の 1年目となる 2019年度は、「高度な総合的医療の推進」につ

いて、前年度に整備した日当直体制を維持し、循環器内科の協力のもと、内科系・外

科系 1名ずつによる日当直を継続して実施しました。救急患者の受入要請にできる限

り断ることなく、年間を通じて積極的な受入を行い、救急車による搬送患者受入数は

3,164人で過去最高値となった前年度の水準を維持し、お断り率も 19.8％となり、こ

ちらも前年度並みを維持しました。 

また、2019年 4月に麻酔科常勤医を新たに 2名確保するなど、全身麻酔を必要とす

る手術への対応力向上に努めました。消化器内科、糖尿病内科、心療内科・精神科、

眼科でも医師を確保したほか、非常勤医師を採用し、リウマチ・膠原病内科を新設し

ました。 

「地域密着型の切れ目のない病院診療の実現」について、これまでどおり急性期医

療を中心としながらも、〝在宅から入院、そして在宅へ〟をキーワードに回復期機能

にも一定の軸足を置いて取り組みを行ってきました。 

回復期については地域の医療需要を鑑み、「地域包括ケア病棟」（50床）と回復期リ

ハビリテーション病棟（30床）の 2病棟を運用しています。 

在宅療養後方支援病院として、在宅患者の登録や入院受入等を行うとともに、レス

パイト入院の受入についても継続して取り組みました。 

また、2018年 5月に開設した病院敷地内の訪問看護ステーションについて、総合病

院併設型の訪問看護ステーションとして引き続きシームレスに対応しています。 

院内での急性期、回復期の連携や自法人の訪問看護ステーションとの連携だけでは

なく、地域の医療機関や介護事業者との連携も引き続き重視し、取り組みを続けてい

ます。 

また、2020年 1月に日本国内で初めて感染者が確認された新型コロナウイルス感染

症について公立病院として対応すべく、2 月 21 日からＰＣＲ検査を実施しています。

帰国者・接触者外来についても運用を開始し、入院受入の検討を行ったほか、感染拡

大防止についても対策に取り組みました。 

「医療と経営の継続的な質の向上」については、「医療安全管理室」を「医療安全

管理室」「感染対策室」「品質管理室」の三室に分け、それぞれに医師や看護師、医療

技術職員、事務系職員を配置し、多職種が連携してそれぞれの改善活動に取り組める

よう、体制を変更しました。 
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ＴＱＭ活動については引き続き実施し、2019年度は特に各職域における業務改善活

動の推進を行い、結果としてＩＳＯ９００１の認証継続ができています。 

また、組織力・生産力向上の基盤として、人事評価制度の見直しや内部統制システ

ムの構築、医師や看護師の負担軽減にも取り組みました。 

こうした取り組みを行い、経営面では、当期純損益は約 1.32 億円と目標値を達成

し、5 年連続の黒字決算となりました。運営費負担金収益が前年度と比較して 1.26

億円減少となった一方で、休床としていた病棟を回復期リハビリテーション病棟とし

て再稼働させたことや、それによって急性期の入院診療単価の改善が進んだことで入

院収益としては約 51 億 8,300 万円と前年度を約 3 億円上回りました。医業収益が約

76億円でこちらも前年度を約 3.6億円上回り、運営費負担金収益の減少の影響を一定

程度に留めることができたことが黒字を確保できた要因となっています。 

キャッシュ・フローについても定期預金を含め、期末時点で 17.36億円と期首と比

較して 1.49億円の増となりました。 

今後も、さらなる医療の質と患者サービスの向上、そして職員がやりがいをもって

働き続けられるよう組織力の向上に取り組み、引き続き安定した経営基盤の確立に努

めます。 

 

２ 大項目ごとの特記事項 

第１ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達

成するための取組 

１ 市民病院としての役割の明確化 

2019年 9月に厚生労働省から再編・統合の再検証を求める病院の一つとして

当院名が公表されました。当院は、2011 年 10 月に公立病院改革ガイドライン

を踏まえ、経営形態を地方独立行政法人へ変更して以来、様々な改革を進めて

きました。 

急性期医療を中心としながらも、今後の病床規模および医療機能のあり方に

ついて、東播磨圏域における地域医療構想等を踏まえ、回復期機能を持つ病棟

として、「地域包括ケア病棟」「回復期リハビリテーション病棟」の 2病棟を運

用しています。また、地域の医療機関や介護事業者との連携はもとより、総合

病院併設型の訪問看護ステーションを新設するなど、入院から退院後まで、一

連のケアの提供や退院後のリハビリの提供にも取り組んでいま す。 

「災害対応病院」として災害発生時に適切に対応できるよう「アクションカ

ード」を整備するとともに、火災訓練や地震訓練を実施し、実際にアクション

カードを使用することでカードに記載した内容や避難経路の見直しを行って

います。 

また、地域で起こり得る重大な感染症、新興感染症にも対応できるよう、あ
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かし保健所、兵庫県立加古川医療センターと共同で 2019年 11月に「新型イン

フルエンザ患者対応合同訓練」を実施し、患者が当院へ来院した想定で、トリ

アージや専用外来での診察、兵庫県立加古川医療センターへの搬送・入院まで

の訓練を行いました。 

2020 年 1 月 16 日に初めて日本国内での感染者が確認された新型コロナウイ

ルス感染症について、当院においても 2 月 21 日からＰＣＲ検査を実施してい

ます。また、患者家族を含む面会の原則禁止や正面玄関前でのトリアージの実

施、帰国者・接触者外来の運用開始等の対応を行っています。 

 

２ 高度な総合的医療の推進 

2019年 4月には麻酔科医師 2名を採用しました。消化器内科でも医師 2名を

採用し、「内視鏡センター」を立ち上げたほか、糖尿病内科、心療内科・精神

科、眼科でそれぞれ医師 1名増となりました。また、非常勤医師を採用し、リ

ウマチ・膠原病内科を新たに開設しています。 

救急医療については、循環器内科の協力のもと、内科系・外科系 1名ずつに

よる日当直体制を継続して実施し、救急患者の受入要請にできる限り断ること

なく、年間を通じて積極的な受入に努めました。救急車による搬入患者数は

3,164人（前年度 3,307人）となりました。また、お断り率についても 19.8％

（前年度 19.5％）となり、前年度水準を維持しました。 

市政推進における連携として、医療的ケアが必要な児童の普通学校通学のた

めの看護師の派遣、市の三歳児検診へ視能訓練士を派遣するなど、求められる

連携について協力を行っています。また、新型コロナウイルス感染症への対応

についても、市や保健所と連携して対応を行いました。 

 

３ 利用者本位の医療サービスの提供 

入院から退院まで切れ目なく患者をサポートする仕組みである「入退院支援

センター」をリニューアルし、外来ホール中央に「患者サポートセンター」を

設置しました。入院前から看護師が介入し、検査や治療の説明や、入院に際し

ての相談や支援を行うなど、「患者サポートセンター」を核として各職域が連

携し、入院前から退院を意識した支援に取り組んでいます。 

また、狭隘化が課題となっていた眼科外来について、3階に移転し、プライ

バシーに十分配慮した上で診察が行えるよう整備しました。 

10 連休となったゴールデンウィークについて、期間中 2 日間を通常診療  

を行いました。 

外国人患者の受診サポートとして、必要に応じて英語、中国語対応可能な職

員が診察へ同行した他、聴覚障害を持つ患者に対しては市の手話通訳の派遣を



 - 17 - 

受け、対応を行いました。 

 

４ 地域とともに推進する医療の提供 

当院の診療体制と経営状況について率直な意見を聴く病院運営協議会等に

より、医師会との連携を推進したほか、地域の医療従事者との合同カンファレ

ンスや地域医療連携フォーラムの開催など「顔の見える連携」を継続しました。 

地域の医療・介護との連携では、当院の医師や認定看護師が講師となって、

訪問看護師やケアマネジャーを対象とした医療、介護の連携に関する研修を開

催しました。 

地域社会との交流では、当院の広報活動だけではなく、患者や地域住民にと

って有益な情報の普及・啓発に努めています。市民公開講座や糖尿病教室など

を継続して開催したほか、初の取組として栄養管理課が「病院食 de ランチ会」

を開催しました。 

患者向けの広報誌「ブリッジ」について、通常の年 4回発行の他に、新任医

師着任による診療体制の強化をＰＲするなどの目的で、年度中 2回臨時号を発

行しました。 

また、「Ｂ-１グランプリ in明石」に救護スタッフとして職員 53名を配置し、

市を挙げてのイベントであるＢ-１グランプリの安全・安心の一翼を担いまし

た。 

 

５ 総合力による医療の提供 

職種間、部門間で目的や情報を共有し、個々の専門性を活かした連携による

治療とサポートを行っています。 

ＮＳＴ（栄養サポートチーム）やＩＣＴ（感染制御チーム）などの医療チー

ムは、多職種が連携して専門サービスを提供しています。 

委員会は、40 のテーマに分かれ、法令に基づき設置されたもののほか、診

療や経営、施設管理等に関することについて、情報を共有し課題解決に取り組

みました。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  

また、毎朝、各病棟及び外来課長、医事課担当者、診療情報管理係、医療安

全管理室担当者、リハビリテーション課のセラピストが集まり、患者情報を共

有し、退院に向けて転棟あるいは転院、在宅に向けての調整を行いました。 

 

   ６ 医療の質の向上 

2018 年度まで、医療安全管理室において医療安全、感染、品質管理関連業務

を行っていましたが、医療安全管理室、感染対策室、品質管理室の 3部署に分け

ると同時に多職種から成る組織に再編し、担当業務を明確にしました。 
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医療安全管理室には医師、看護師、薬剤師、臨床工学技士、診療情報管理士を

配置し、インシデントカンファレンスを毎日開催するなど、情報共有や分析・対

策の検討を強化しました。地域の医療安全風土醸成の取組である「あかし医療安

全ネットワーク」についても事務局として 2年目の活動を行い、地域内での情報

共有、意見交換を活発に行いました。 

感染対策室には医師、薬剤師、看護師、臨床検査技師を配置し、抗菌薬適正使

用支援カンファレンスを行い、感染症患者のモニタリングや介入により抗菌薬使

用の適正化に努めました。新型コロナウイルス感染症については、2月中旬より

流行しはじめ、院内の予防対策、職員教育に努めてきました。2020 年度も継続

して対策強化にあたっていきます。 

品質管理室においても医師、看護師、薬剤師、放射線技師、事務職員を配置し、

質向上の仕組み作りに引き続き取り組みました。2019年度は特に方針管理活動、

業務の標準化に注力した結果、ＩＳＯ９００１の認証継続ができています。 

 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための取組 

１ 医療職が集まり成長する人材マネジメント 

診療科の体制について、2019 年度は糖尿病内科、消化器内科、心療内科・

精神科、外科、小児科、眼科、麻酔科医師を確保し前年度末から 4 名増の 59

名体制でスタートしました。期間中、整形外科で 1名退職が発生し、年度末の

時点では常勤医師 58名体制となりました。 

また、看護師は、大学や養成機関への訪問、合同説明会への参加のほか、2019

年度も引き続き看護師確保プロジェクトチームを編成し活動するなど、取組を

行った結果、2020年 4月は新卒 18名、既卒 2名の新規採用看護師を確保しま

した。 

 

２ 経営管理機能の充実 

幹部職員が経営にかかる課題を共有して、それぞれの役割に基づき責任をも

って発言する「経営戦略会議」を月 1回、必要に応じて月 2回のペースで 2019

年度中に 18回開催しました。 

また、全管理職が一同に会する運営会議を月 1 回開催しました。運営会議で

は経営情報等の重要情報の共有はもちろん、各委員会で提起される課題や外部

研修で得た知識の共有等にも取り組んでいます。 

 

３ 構造改革の推進 

事務部門において、プロパー職員がより主体的に行動し問題提起や課題解決

に取り組むことを目的に 2017 年度に設置した「事務担当リーダー会議」につ
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いて、引き続き週 1回議論を行いました。 

また、人事評価制度について、より実効性のある制度とするため、見直しを

行いました。所属長の評価とＢＳＣが紐づいていることで、チャレンジングな

目標を立て辛い、ＢＳＣから個人目標を設定することが難しいといった意見も

あり、人事評価とＢＳＣの切り離しを検討しました。2020 年度人事評価から

完全に分離しての運用に取り組んでいます。 

労働生産性の向上について、特に医師の業務負担軽減に取り組んでいます。

各診療科外来に配属されている医師事務作業補助者について満足度調査を行

い、その結果を業務内容に反映するなどの改善活動を行っています。看護師の

業務負担軽減の取組として、病棟に委託職員を配置し、事務作業の一部を移管

しています。こうした負担軽減の取組により、専門職がそれぞれの本来業務に

専念できるよう、取組を進めています。 

 

第３ 財務内容の改善に関する目標を達成するための取組 

１ 業務管理の徹底 

月次の経常収支や主要な経営指標等について、経営分析資料として毎月の経

営戦略会議で報告しました。資金についても、キャッシュ・フローの月次推移

表を作成し、同様に報告し、経営幹部が病院財務データをリアルタイムに共有

し、診療体制の強化へ向けて協働して取り組みました。 

同時に、救急車による搬送患者数、入院延患者数、病床稼働率、外来延患者

数、診療単価や各種財務指標といった年度計画に掲げた数値目標の進捗状況や、

診療科ごとの外来・入院患者数、医業収益、医師別稼働額、時間外勤務状況、

紹介率・逆紹介率など、詳細な診療情報および財務情報を「マンスリーレポー

ト」として可視化し、毎月開催している運営会議や診療科長会議で供覧するこ

とにより、職員が共通認識をもって病院全体の業務管理に取り組んでいます。 

2019 年度は救急車搬送について前年度並みを維持した他、入院については

休床病棟の再稼働に伴い、1日平均入院患者数が増加し、回復期リハビリテー

ション病棟の稼働等の影響により、急性期の診療単価も増加しました。 

また、経費の削減について、委託費においては最低賃金の上昇率等の動向も

踏まえ、一定の増は人件費の増加の影響として理解する中でも、委託業務内容

の改善を図り、より効率的な運用に切り替えることで委託業務の質の向上に取

り組みました。材料費についてはベンチマークを活用し、価格交渉を継続して

実施しました。 

原価計算については各診療科における診療行為別原価計算の仕組みを構築

し、各診療科長との予算ヒアリングにおいて活用しました。 
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２ 安定した経営基盤の確立 

2019 年度は運営費負担金収益が減少となったほか、職員数が増加したこと

で人件費が増加した一方で、休床病棟の再稼働によって当該病棟だけではなく、

他病棟においても入院診療単価の増加が見られるなどプラスの影響があり、入

院収益が改善されました。その結果、当期純損益は約 1.32 億円で、5 年連続

で黒字決算となりました。また、資金については、年度末で 1,736百万円とな

り年度当初の 1,587百万円を上回ることができました。 

また、医療機器の購入については引き続き、医療機器の購入・更新・保守管

理等についての必要性や妥当性なども含めた判断を組織的、計画的に行いまし

た。2020 年度に予定されている電子カルテリプレースについては、2019 年度

に業者選定を行い、年度末からは院内でワーキンググループを立ち上げ、2020

年 11月のリプレースに向けて取組を進めているところです。 
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項目別の状況 

 

第１ 市民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項 

１ 市民病院としての役割の明確化 

(１) 医療機能の明確化 

2019年 9月に厚生労働省から再編・統合の再検証を求める病院の一つとし

て当院名が公表されました。 

当院は、2011 年 10 月に公立病院改革ガイドラインを踏まえ、経営形態を

地方独立行政法人へ変更して以来、様々な改革を進めてきました。 

 

救急医療やがん医療、手術治療や心血管疾患等の急性期医療を中心としな

がらも地域の多様なニーズに応えるべく、東播磨圏域における地域医療構想

等を踏まえ、今後の病床規模及び医療機能のあり方を見据えて 50 床の地域

包括ケア病棟と 30 床の回復期リハビリテーション病棟の回復期機能病床計

80床を運用するなど、回復期機能にも一定の軸足をおいて運用しています。 

 

更には、「在宅から入院、そして在宅へ」をキーワードに、患者が退院し

た後も病院隣接の訪問看護ステーションを活用し、在宅療養支援を行ってい

ます。また、地域の医療機関・介護施設等との連携のもと、在宅療養後方支

援病院として在宅患者の急変時のバックアップを行うなど、入院から在宅ま

で切れ目のない医療を提供しており、地域医療構想の趣旨を踏まえつつ、公

立病院としての役割を着実に果たしています。 

 

(２) 地域包括ケアシステムにおける機能の強化 

地域の医療需要を鑑み、運用開始 6年目を迎えた「地域包括ケア病棟」（5

階西病棟、50床）と、運用開始 2年目となった回復期リハビリテーション病

棟（6階東病棟、30床、2019年 2月算定開始）の稼働の向上に取り組みまし

た。 

回復期リハビリテーション病棟は、2019年 2月の稼働開始以降、人員を増

強して受入れ人数の増加を図ってきました。2019 年 2 月には上限 14 名であ

ったところセラピストの採用を行い段階的に受入人数を増加させ、8 月より

30床全床での受入れを開始しました。 

また、在宅療養後方支援病院としての取組や、レスパイト入院の受入れに

ついても引き続き行っています。 

 

病院併設で開設している訪問看護ステーションについて、訪問看護、リハ
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ビリテーションの実施はもとより、病院看護部との協力のもと、医療的ケア

児の普通学校通学に対する看護師の派遣や、看護師の人材育成として、看護

学生の在宅医療関連の実習の受入れや、看護師の訪問実習の受入れを開始し

ました。 

 

2016年 6月に本稼働となった明石市在宅医療連携システム（ＩＣＴ）につ

いて、12医療機関の登録でスタートし、その後、医師会会員対象のシステム

説明会の開催を経て、現在 71機関（前年度 70機関）が登録しています。 

 

(３) 災害及び重大な感染症発生時への対応 

2019年 8月には外来において、火災訓練を実施しました。訓練では「災害

対策プロジェクト」が作成した「アクションカード」を基に、発火、通報か

ら消火、避難までの一連の流れを確認しました。外来での訓練ということも

あり、医事業務委託業者も参加して行いました。訓練終了後には多職種での

意見交換がなされ、避難経路の段差などの気付きを共有し、歩行器や車いす、

ストレッチャーを使用した場合の避難経路の見直しや、段差の解消の検討等

が行われました。    

また、2020年 2月には厚生労働省広域災害救急医療情報システム入力訓練

と地震訓練を実施しました。 

広域災害救急医療情報システム入力訓練は、これまで事務職員を中心に訓

練を実施していましたが、今回は病棟スタッフを含めた院内全体の訓練とし

て多職種が参加しました。訓練の中で、災害対策プロジェクトが作成してい

たアクションプランでの報告事項とシステムに入力すべき事項の差異等、実

際に被災した際に報告すべき事項の整理を行うべきという意見も出ました。 

地震訓練は市内震度 6 強を想定し、回復期リハビリテーション病棟（6 階

東病棟）で行われ、被災後の情報収集、災害対策本部への報告までの一連の

流れの訓練が実施されました。2020年度に導入を予定しているエアーストレ

ッチャーのテストも実施されました。 

 

更に、災害発生時や食中毒発生等の非常時において、給食業務が困難にな

った場合の対応について検討しました。従前、備蓄食や飲料水を院内に一定

数保存していますが、更なるバックアップ体制の確保として、現在食堂運営

を委託している業者に緊急時対応について協力を要請し、体制を整備しまし

た。その結果、緊急時において入院患者に対し確実に安定した食事等の供給

が行えるよう、体制を強化しました。 
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また、ＪＭＡＴ（日本医師会災害医療チーム）研修、ＭＣＬＳＪＰＴＥＣ

（日本救急医学会公認病院前外傷教育プログラム）などの外部研修にも講師

として運営に関わるほか、新たに受講し、スキルアップを図っています。 

 

地域で起こり得る重大な感染症や新興感染症にも対応できるよう、2019

年 11 月にあかし保健所、兵庫県立加古川医療センターと共同で「新型イン

フルエンザ患者対応合同訓練」を開催しました。 

当日は、机上訓練としてコールセンター及び相談センターにおける電話相

談への対応を行いました。その後、実際に患者が来院したことを想定しての

トリアージの実施、帰国者・接触者外来での診察のほか、あかし保健所の防

疫車等を活用し、東播磨圏域で感染病棟を保有している兵庫県立加古川医療

センターへの搬送、入院まで、実働訓練を行いました。 

 

2020 年 1 月 16 日に初めて日本国内での感染者が確認された新型コロナウ

イルス感染症について、2 月 11 日からＰＣＲ検査を実施しています。また、

県内での発生を受け、インフルエンザの流行に伴い実施していた面会制限を

延長し、2月下旬に医薬情報担当者等の業者の立ち入り制限を開始しました。

3 月上旬に正面玄関前でトリアージを開始、中旬には感染症対策本部を立ち

上げ、帰国者・接触者外来を通常の外来や病棟とは別の建物にて運用を開始、

家族を含む面会を制限から禁止に変更しました。そのほか、職員や入院患者

において発生した場合の対応等について検討し、院内に通知を行いました。

また、電話診療による処方箋発行の運用を開始するなど、市内での発生に備

え、準備を進めました。 

 

 

２ 高度な総合的医療の推進 

(１) 急性期医療を中心とした総合的な医療の提供 

麻酔科について、2019年 4月に常勤医師 2名を新たに確保するなど、全身

麻酔を必要とする手術への対応力向上に努めました。消化器内科も若手医師

2名を採用し、併せて内視鏡センターを立ち上げ、「肝臓分野」と「消化管分

野」の大きく 2つの分野の診療を行っています。 

そのほか、糖尿病内科、心療内科・精神科、眼科で 1 名増となりました。

また、非常勤医師を採用し、リウマチ・膠原病内科を新設しました。 

 

総合内科について、引き続き、内科系専門診療科が協同で運用を行いまし

た。地域の医療機関から 414件（前年度 479件）の紹介をいただいた他、ウ
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ォークインを含めた救急患者を 476件（前年度 517件）受け入れる等、必要

に応じて専門診療科につなぐトリアージ機能を発揮しました。 

 

循環器内科は急性心筋梗塞におけるＤＴＢ（Door to balloon time：病院

到着から再灌流までの時間）を学会ガイドラインが推奨する 90 分以内にす

ることを達成目標としています。実績は達成率 81％と高い水準を保っていま

す。 

 

小児科については、「小児食物アレルギー負荷試験」を継続して実施した

ほか、平日および土曜日の時間外の紹介患者受入などの取組の結果、紹介患

者数 928 名（前年度 1,001 名）、緊急患者の受入が 606 名（前年度 616 名）

となりました。 

 

外科では、消化器・乳腺の悪性疾患・良性疾患に対する手術を中心に行っ

ており、その多くを身体に負担の少ない腹腔鏡手術で実施しています。 

総合病院のメリットを生かして、透析患者や、心疾患、脳血管障害などの

併存疾患を有する高リスクのがん患者に対する手術を多数実施しており、

2019年度に実施した癌手術件数は 154件で経年的に増加してきています。高

度再発進行癌・超高齢者に対する手術実施にも取り組んでおり、2019年度は

15件（前年度 4件）の手術を行いました。 

また、鼠径ヘルニア手術（115 例、うち腹腔鏡下 105 例（前年度 120 例、

うち腹腔鏡下 94例））や直腸脱に対する腹腔鏡下直腸固定術（14件（前年度

27件））等、当院に特徴的な手術にも継続して取り組み、2015年度以降、全

手術件数、全身麻酔手術件数は、経年的に増加しています。 

 

整形外科は、顕微鏡視下脊椎手術、人工関節置換術、膝や肩の内視鏡手術

に特に力を入れており、病院全体を牽引する高い成果をあげました。また、

明石市だけではなく近隣地域（神戸市西区、垂水区等）からの集患にも取り

組んでおり、紹介患者のうち 48.1％（前年度 42.9％）が市外からの患者が

占めています。 

 

脳神経外科は、脳血管障害や頭部外傷の救急診療について積極的に取り組

んでいます。2016年度に新たに始めた頭痛外来について、患者数は増加傾向

にあり、受診者数は 185人（前年度 182人）となりました。 

 

産婦人科は、ウロギネコロジー疾患（骨盤臓器脱、尿失禁）手術と内視鏡
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手術（良性疾患の腹腔鏡と子宮鏡下手術）に注力し、近隣地域だけではなく、

県外からの患者も受け入れる等、骨盤臓器脱や尿失禁の治療等を積極的に行

いました。子宮脱の手術はＤＰＣ病院中全国 7位の実績（2018年度）を誇っ

ています。 

 

眼科は、白内障手術、網膜硝子体手術を中心に実施しました。白内障手術

については、3泊 4日、2泊 3日、1泊 2日入院の他に日帰りと期間にバリエ

ーションを設け、患者の状態に合わせての対応を行いました。 

また、円錐角膜外来を月 1回実施し、難易度が高い角膜移植についても対

応を行ったほか、他科と協力し、乳幼児や血液透析など全身管理を必要とす

る患者の診療や、全身麻酔の適応症例の手術療法にも対応しました。 

毎年 1回、明石市眼科医会の総会に合わせてオープンカンファレンスを実

施しており、開業医から好評を博しています。 

 

耳鼻咽喉科については、手術や入院による治療、点滴による治療を中心に

対応しています。手術については耳科手術、鼻科手術の他、口腔咽頭手術、

頭頸部手術等幅広く行っています。 

 

手術治療については、難易度の高い高額手術が 733件（前年度 705件）と

増加しています。 

 

【関連指標】（手術件数） 

項目 2018 2019 

手術件数（手術室施行分） 3,086件 3,112件 

うち全身麻酔実施件数 1,591件 1,651件 

手術件数（診療報酬上） 6,181件 6,384件 

うち 3万点以上の高額手術件数 705件 730件 

 

【関連指標】（手術件数：主な診療科別） 

項目 2018 2019 

外科 625件 652件 

整形外科 580件 562件 
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泌尿器科 419件 416件 

産婦人科 321件 316件 

眼科 824件 824件 

耳鼻咽喉科 184件 212件 

 

当院は、兵庫県の「がん診療連携拠点病院に準じる病院」に認定されています。

2016 年度からスタートした「全国がん登録」の仕組みに基づき、518 件（前年度

487件）のがんデータの提供を行いました。 

がん領域については、血液内科では白血病、悪性リンパ腫、多発性骨髄腫を、

消化器内科及び外科では主に消化器系のがんを、その他皮膚科、泌尿器科、産婦

人科等でがん診療を行いました。 

がん治療について、当院では手術療法と化学療法を主に行っています。2017年

度以降、がん領域手術件数が増加する一方で、外来化学療法室利用件数も増加傾

向にあります。化学療法については入院ではなく外来での治療が中心となってき

ており、今後も増加が見込まれることから、2020年度に向けて外来化学療法室の

移転・拡張を検討しました。その第一段階として、まずは外来診療スペースを拡

張すべく、眼科外来を 1階から 3階へ移転しました。 

 

【関連指標】（手術件数：がん領域） 

項目 2018 2019 

消化器がん（外科） 95件 107件 

内視鏡的切除（消化器内科） 79件 77件 

膀胱がん 65件 74件 

乳がん 47件 47件 

 

   （化学療法利用件数） 

臓器別 2018 2019 

大腸 503件 435件 

乳腺 318件 258件 

血液 474件 464件 

前立腺 888件 856件 
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手術や検査が終了して身体の状態が安定した患者に対し、急性期後の療養、在

宅復帰の準備、早期の社会復帰に向けた集中的なリハビリテーション等を提供す

るため、地域包括ケア病棟（50床）と回復期リハビリテーション病棟（30床）の

運用にも取り組んでいます。 

地域包括ケア病棟では診療科の制限なく患者を受け入れ、回復期リハビリテー

ション病棟においては大腿骨頸部骨折や脳梗塞の患者など、整形外科と脳神経外

科の患者の受入を行いました。特に回復期リハビリテーション病棟では在院日数

が比較的長期に渡ることが多いことから、病棟内での夏祭りや運動会等、楽しく

リハビリに取り組み、入院生活を送れるように工夫を行いました。また、開設当

時、回復期リハビリテーション病棟は入院料 6 での算定となっていましたが、実

績を積み重ね、開設 7か月後の 2019年 9月からは入院料 3での算定を開始してい

ます。 

期間中の地域包括ケア病棟の稼働率は 80.6％、4 月以降徐々に受入可能病床数

を伸ばした回復期リハビリテーションは上半期の稼働率が 76.0％、下半期が

91.3％で年間 83.7％となりました。 

 

専門外来については、糖尿病内科（透析予防）、循環器内科（ペースメーカー、

禁煙）、消化器内科（化学療法）、小児科（血液、心臓、アレルギー、慢性疾患、

神経、乳児健診、予防接種）、外科（乳腺、血管、形成）、脳神経外科（頭痛）、眼

科（円錐角膜）、耳鼻咽喉科（頸部エコー）において実施しました。 

また、皮膚排泄ケア認定看護師によるストーマ外来及び糖尿病療養指導士によ

るフットケア外来を実施しました。 

 

在宅療養に移行された後も、必要に応じて訪問看護・訪問リハビリテーション

の介入や、在宅療養後方支援病院としての登録を行うなど、地域で安心して生活

できるよう、支援を行っています。 

「在宅療養後方支援病院」としての受入れについては、2019年度中に新規に届

け出があった患者が 4名で、2015 年 2 月の算定開始から 2020 年 3 月末までの累

計届出患者は 48名となりました。現在継続している患者は 8名、入院受入れは 5

名でした。 

当院での治療後、訪問看護ステーションの介入が必要となったケースについて

もフォローを行っており、2019 年度の新規契約件数は 51 件（うち当院患者フォ

ローが 14件）でした。 

また、レスパイト入院の受入れについても、継続して取り組みました。地域の

医療機関を訪問して周知し、2019年度は小児患者や神経難病患者等、のべ 8名の
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患者を受入れました。 

 

【目標値及び実績値】 

項  目 
2017年度 

実績値 

2019年度 

目標値 

2019年度 

実績値 

目標値 

との差 

中期計画 

目標値 

急性期機能病棟稼働率 

地域包括ケア病棟稼働率 

回復期リハビリテーション病棟稼働率 

86.3％ 

83.1％ 

- 

82.7％ 

75.0％ 

76.7％ 

77.9％ 

80.6％ 

83.7％ 

▲4.8㌽ 

＋5.6㌽ 

＋7.0㌽ 

84.5％ 

81.0％ 

90.0％ 

訪問看護ステーション訪問回数 - 245回/月 311回/月 ＋66回/月 250回/月 

※病棟稼働率について、急性期機能病棟については医療の効率化による平均在院日数の短縮及び入院診療単価にもたらす影響を

考慮のうえ、目標値を設定している。 

※地域包括ケア病棟については回復期リハビリテーション病棟の稼働を考慮し、目標値を設定している。 

 

(２) 救急医療の推進 

救急患者の受入については、緊急かつ重篤な患者はもとより、一次救急を担う

医療機関の後方支援を担う立場から、軽症患者の受入にも応えてきました。 

 

救急診療体制について、循環器内科の協力のもと、内科系・外科系 1 名ずつに

よる日当直を継続して実施しました。小児科においても時間外の受入れを積極的

に行ったことで、救急車による搬入患者数は 3,164 人（前年度 3,307 人）と、前

年度並みを維持しました。入院化率は 50.0％（前年度 48.6％）となりました。お

断り率についても 19.8％（前年度 19.5％）となり、前年度並みを維持しています。 

明石市内の救急車による搬送数の 16.7％（前年度 18.0％）を受入れ、また、入

院を必要とする中等症以上の救急搬送患者については明石市内の 17.0％（前年度

17.8％）と受入れるなど、安定した取り組みにより地域の救急医療の一翼を担い

ました。 

その他、明石市外からの救急車搬送患者の受け入れは、神戸市西区 572 件（前

年度 552件）、垂水区 160件（前年度 147件）など合計 873件（前年度 863件）で、

救急車搬送受け入れ全体の 27.6％（前年度 26.1％）でした。 

 

小児救急については、東播磨臨海地域小児二次救急輪番体制に参加し、第 1、4

木曜日と第 2、4日曜日（明石市内のみ）の月 4日を受け持っています。年末年始

においても小児外来を実施しました。また、地域の医療機関からの救急対応とし

て、平日の 20 時 30 分までと土曜日の午前中は小児二次救急体制を取っており、

平日時間外の受入れが 282件（前年度 273件）、土曜日の受入れが 124件（前年度
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111件）となっています。 

 

市消防本部との連携強化のため、意見交換会、症例検討会を実施しました。 

 

【関連指標】（救急患者受入数（ウォークイン含む）） 

項目 2018 2019 

内科 1,123件 1,040件 

循環器内科 1,273件 1,077件 

小児科 616件 606件 

外科 881件 988件 

整形外科 756件 724件 

耳鼻咽喉科 419件 404件 

 

【目標値及び実績値】 

項  目 
2017年度 

実績値 

2019年度 

目標値 

2019年度 

実績値 

目標値 

との差 

中期計画 

目標値 

救急車による 

搬入患者数 
3,356人 3,400人 3,164人 ▲236人 3,800人 

救急車 

お断り率 
20.0％ 19.0％以下 19.8％ ▲0.8㌽ 18.0％ 

 

(３) 市と連携した政策医療の充実 

2017年 1月に開設した健診科において、特定健診の他、がん検診（大腸が

ん、胃がん、肝炎ウイルス、乳がん、子宮がん）を実施しました。 

一般的な健康診断についても継続して週 3回実施したほか、小児科におい

て乳児健診（週 1回）や予防接種を行いました。 

 

認知症対応においては、初期鑑別診断を引き続き実施し、2019年度は 103

件でした。当院での診断のほか、地域の医療機関から診断に必要な検査（Ｒ

Ｉ、ＭＲＩ）についてオープン検査での依頼を受け、画像検査を当院にて実

施するケースもあり、こちらは 262件でした。 

 

自殺未遂により救急搬送された患者については、患者の同意のもと、市の

健康推進課に情報提供を実施しています。情報共有を行うことによって、受

診後に市で実施されるケアや支援につなげています。 
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市の政策医療の実施に関しては、救急医療、小児医療、高度医療機器を用

いた診断、リハビリテーション医療等を確実に実施しました。 

特にリハビリテーション医療について、地域の人口動態や地域医療構想を

鑑み、2019年 2月から、休床していた 6階東病棟について回復期リハビリテ

ーション病棟として再稼働させています。 

また、病院併設型の訪問看護ステーションにもセラピストを配置し、急性

期、回復期、在宅それぞれのフェーズにおいてリハビリを提供するなど、入

院から外来、在宅に至るまで、切れ目のないリハビリテーション医療の提供

に取り組んでいます。 

 

【関連指標】 

項目 2018年度 2019年度 

実
施
単
位 

運動器リハビリテーション 47,113単位 63,812単位 

廃用症候群リハビリテーション  26,028単位 28,905単位 

脳血管リハビリテーション 19,620単位 26,656単位 

心臓リハビリテーション 5,283単位 6,340単位 

 

その他、市政推進における連携として、市関連の地域包括支援センターに

看護師を派遣し、高齢者への総合的な相談支援等に携わっています。2018

年度末に期間満了し、帰任した看護師については患者サポートセンター退院

支援担当副課長として、地域包括支援センターでの経験を活かし、業務に取

り組んでいます。また、職員の帰任に伴い、新たに看護師 1名の派遣を引き

続き実施しています（2019年 4月から 2年間）。 

 

市の進める「こどもを核としたまちづくり」に関連した取組として、市の

三歳児検診に当院の視能訓練士を年間 29 回（前年度 30 回）派遣するなど、

市政の推進において市民病院に求められる連携について、協力しています。 

訪問看護ステーションや外来看護課を活用しての取組として、医療的ケア

が必要な児童の普通学校通学のための看護師派遣も行っています。 

市が、市内の保育士を対象とした「エピペン講習会」を開催するにあたり、

会場を提供するとともに当院の小児科医が講師を務めるなど、市との協力関

係を活かすことができました。 

また、2020年度から本格実施となっている市の「産後ケア事業」について、
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制度のテスト運用に協力しました。2020年度からの本格運用についても、対

応病院として市と契約しています。 

その他、体育大会等の学校行事等へ救護担当として看護師を派遣しました。 

子育て支援の取組を積極的に行っている企業として、市から「あかし子育

て応援企業」として認定されています。あわせて、授乳やオムツ替えのため

に立ち寄ることができる施設として市の「赤ちゃんの駅」に登録しています。 

 

今後も市と一層連携しながら、地域全体で子育てを応援するまちづくりを

支援していきます。 

 

新型コロナウイルス感染症について、市や保健所と連携してＰＣＲ検査の

実施のほか、帰国者・接触者外来の設置を行いました。3 月下旬には市内で

の陽性患者の発生に備え、感染者専用病棟の運用開始に向けた準備を完了し

ました。 

また、2020 年 1 月 30 日に市が開設した「感染したかもダイヤル」に対す

る支援として、看護師 2名の派遣を検討・調整しました。 

 

３ 利用者本位の医療サービスの提供 

(１) 医療における信頼と納得の実現 

2019 年度は「入退院支援センター」をリニューアルし、「患者サポートセ

ンター」を設置しました。 

患者サポートセンターでは入院に係る説明はもとより、入院前から看護師

が介入し、検査・治療・手術の説明や、入院準備の相談、退院を見据えた支

援、患者の入院前の生活状況を把握しています。 

また、必要に応じて医療ソーシャルワーカーや退院支援看護師が介入し、

入院治療が終了した後の療養や介護、訪問診療や訪問看護を検討するなど、

入退院および在宅療養がスムーズに行えるよう、患者サポートセンターを核

として各職域が連携し、入院前から退院を意識した支援を行っています。 

インフォームド・コンセント（ＩＣ）に関して、実施する際は看護師さら

には必要に応じて医療ソーシャルワーカーが同席し、患者や家族の表情から

察したことを調整し、また、患者の代弁者となって医師と話をするなど、患

者の心理的負担の軽減に努めました。 

薬剤師による服薬指導、管理栄養士による栄養指導、理学療法士・作業療

法士・言語聴覚士によるリハビリテーションの実施においても患者にわかり

やすく説明を行うなど、様々な職種がそれぞれの専門性を発揮することで、

ＩＣの充実を図りました。 
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在宅から入院、そして在宅に至るまで、患者が安心して医療を受け、住み

慣れた地域でその人らしく生活や療養ができるように、地域の医療機関や介

護福祉サービス事業者との連携のもとで、シームレスな対応に取り組んでい

ます。 

 

 (２) 利用者本位のサービスの向上 

サービス向上委員会を毎月開催し、患者や家族からの意見や要望等への

対応に取り組みました。2019年度にご意見箱にいただいた総受領件数は 140

件、うち謝意が 44 件、改善要望が 55 件でした。要望については対応済 27

件、対応検討中が 28件となっています。 

対応したケースとしては眼科の処置後の目が見えにくい状態で、院内に

設置しているポール類の視認が困難であるので改善してほしいといった要

望や、タクシーの待合について、待ち合わせ用のベンチが分かりづらいと

いった指摘への対応等がありました。 

 

満足度調査について、外来は 7月 16日～18日の 3日間、入院は期間中退

院となった患者を対象に 7 月中旬に 1 週間程度実施しました。また、今回

の調査からは患者だけではなく、職員を対象とした満足度調査も実施（7月

下旬に 1 週間程度）しました。外来アンケートについては 550 件、入院は

175 件、職員からは 485 件の回答がありました。総合評価で外来は 51％の

方、入院は 66％の方が「とても満足」「やや満足」と回答しています。職員

への調査は総合評価において、同規模の一般病院 17施設で比較したところ、

平均値よりも高く、5位となりました。 

 

来院者の心を和ませる取り組みとして、外来ホールにおいて、子どもの

絵の展示を行っています。市が行っている「子どもに伝えたい、『本』感動

大賞」の受賞作品を展示したほか、6月には、明石の恒例イベントである「時

のウィーク 2019」とタイアップして、小学生の描いた「未来の時計（まち）」

の絵画展を開催しました。 

また、11 月にはエレベーターホールを使い、ＭＯＡ美術館明石児童作品

展実行委員会と協力し、絵画・書写作品の展示を行いました。 

 

眼科外来について、2019 年 12 月 24 日に 3 階に移転しました。移転後し

ばらくの間は事務職員が 1 階と 3 階で案内を行い、目立ったトラブルもな

く運用できています。これまでも 3診体制で外来診療を行っていましたが、

検査室と暗室の 2 部屋しかなく、診療スペースの狭隘化が課題となってお
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りました。移転後は診察室 4 部屋と検査室、待合スペースに整理され、プ

ライバシーに十分配慮した上で診察が行えるように整備しました。 

2020 年度以降、1 階の眼科外来跡地については他の診療科のうちスペー

スの狭隘化などの課題のある診療科の移転拡充等、外来診療スペース全体

として活用を図ります。 

 

患者の受療に関する総合相談窓口について、患者サポートセンター正面

において、職員 1 名が診療や治療に対する疑問や不安について相談を受け

ています。 

また、コンシェルジュを配置し、診察申込みの代筆、車椅子の貸し出し、

自動精算機の操作補助など、院内ボランティアと連携を取りながらフロア

でお困りの方々をサポートしています。 

外国人患者の受診サポートとして、必要に応じ、英語、中国語対応可能

な職員が診察へ同行し、サポートを行っています。聴覚障害を持つ患者に

対しては市と連携して手話通訳の派遣を受けるなど、患者が安心して受診

できるよう、支援に取り組んでいます。 

 

 市が昨年 7 月に新たに使用開始した移動図書館車の受入についても引

き続き実施しています。移動図書館車は「図書館に行きたくても行けない

人たちに本を届ける」というコンセプトで運用が行われており、月 1 回の

受入を行っている他、院内に返却ボックスを設置しています。 

 

また、2019年はＧＷが 10連休と長期にわたったことから、期間中 2日間

（4 月 30 日（連休 4 日目）、5 月 2 日（連休 6 日目）、入院、外来ともに通

常診療を行い、外来患者延 822人、救急患者延 33人を受入れ、手術につい

ても延 25件実施しました。 

 

４ 地域とともに推進する医療の提供 

(１) 地域医療支援病院としての役割の強化 

市医師会との病院運営協議会並びに関係医師会推薦の医師との地域連携

推進委員会における幅広く活発な意見交換を通じて医師会との連携を強め

ました。 

 

また、医療機関からの予約へのスピーディな対応や診療ガイドの発行、

医療機関向け情報誌「地域医療連携だより」の発行、オープン検査の実施、

開放病床の運用等に取り組みました。 
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地域の医療従事者との合同カンファレンスについては、「小児喘息治療勉

強会 in Akashi「小児の気管支ぜんそくあれこれ」」や「さまざまな領域で

の口腔ケア～急性期ＯＰ・化学療法前後・終末期まで～」など、年間計 18

回の開催で院外の医療従事者 365 名と院内の 339 名が参加し、技術的なレ

ベルアップを図るとともに交流を深めました。 

 

2019年 7月には、第 8回となる地域医療連携フォーラムを開催しました。

170名を超える医療従事者に参加いただき、当院で行っている診療内容を紹

介するとともに当院の患者サポートセンターについても紹介したほか、情

報交換等を行い、交流を深めました。 

これら全病院的な「顔が見える連携」を継続し、紹介率・逆紹介率等の

地域医療支援病院として必要な率を上回っています。 

 

また、薬剤師間での連携の取組として、市薬剤師会と共同で地域の薬薬

連携の研修会を 3 回開催し、当院より 2 名が発表しました。また、近隣の

保険薬局と連携し、研修会を 3 回開催したほか、県薬剤師会の令和元年度

ビジョン推進事業「地域における薬薬連携等の多職種連携強化事業」に参

加し、保険薬局の薬剤師の受入を行うなど、薬薬連携の強化に努めました。 

 

オープン検査は、利用される開業医や患者の利便性を考慮し、平日の診

療時間内に加え、ＣＴ・ＭＲＩ検査は平日時間外と土曜日午前、生理検査

は土曜日午前にも実施しています。2019 年度のＣＴ・ＭＲＩ・ＲＩ検査は

計 4,003件（前年度 3,881件）、生理検査は腹部エコー、心エコーを中心に

計 33件（前年度 35件）の検査を実施しました。 

 

消化器内科は、検査件数の増加はもとより地域医療機関との連携を深め

る観点から、内視鏡検査の予約を開業医から直接受け付けています。2019

年度は 27件実施しました。 

 

【関連指標】 

項目 2019.3.31 2020.3.31 

連携登録医療機関数 302件 309件 
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【目標値及び実績値】 

項  目 
2017年度 

実績値 

2019年度 

目標値 

2019年度 

実績値 

目標値 

との差 

中期計画 

目標値 

紹介率 

逆紹介率 

75.6％ 

85.9％ 

77.0％ 

85.0％ 

78.7％ 

83.6％ 

＋1.7㌽ 

▲1.4㌽ 

79.0％ 

84.0％ 

ｵｰﾌﾟﾝ 

ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ 

回数 

参加者数 

21回 

500人 

20回 

500人 

18回 

365人 

▲2回 

▲135人 

20回 

500人 

 

(２) 地域社会や地域の諸団体との交流 

地域住民を対象とした市民公開講座を 2 か月に 1 回のペースで開催して

います。2019 年度は「最近の脳梗塞治療」、「前立腺と頻尿」など、医師が

担当する疾患についての話の他にも、「それってホント？栄養相談でよく耳

にする噂のあれこれ」や「訪問看護の利用方法/自宅でできるリハビリにつ

いて」など市民に身近なテーマで、講義形式の他にも参加型・体験型の講

義にも取り組みました。6診療科と看護部、臨床検査課、リハビリテーショ

ン課、薬剤課、栄養管理課、訪問看護ステーションによる 12 講座に延 485

名（前年度 368名）が参加しました。 

 

糖尿病教室は、糖尿病の基礎知識や食事療法、運動療法などをテーマに

毎月第 2 火曜日に開催しました。講義形式だけではなく、参加者が実際に

体験できるようなプログラムを取り入れ、好評を博しています。 

 

当院の患者を対象に、集団栄養食事教室として「減塩教室」と「糖尿病

食事教室」をそれぞれ毎月 1回開催しました。 

また、栄養管理課が新たな取組として、「病院食 deランチ会～減塩食～」

を開催しました。地域住民を対象に、当院の入院患者に提供している減塩

食を 20名の方に体験していただきました。ランチ会の中で、減塩のポイン

トや高血圧に関するミニ講座を行い、参加者からは「普段の味付けと比べ

られて良かった」「塩分チェックシートを見ると、思っていたより普段の塩

分使用量が多いことに気付いた」などの声をいただきました。 

 

また、院内での活動だけではなく、地域に出向いての活動にも取り組ん

でいます。まちなかゾーン協議会おいて開催されている「いきいき教室」

やケアマネジャーに対し、出前講座を 8回実施しました。 

更に、市内で開催される夏祭り等のイベントにも参加し、健康ブースで
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の健康チェックを実施したほか、救護班としての活動も行いました。 

 

 患者および市民向けの広報誌として、広報誌「ブリッジ」を年 4 回発

行しています。連携医療機関の紹介やイベントの開催案内のほか、当院の

診療についてや、「臨床検査課だより」として、各種検査についての紹介等

の記事を記載しています。 

2019 年度は通常の年 4 回発行の他に、4 月に 1 回、10 月に 2 回臨時号を

発行しました。4月は新たに着任する医師が多かったことから、患者および

地域の医療機関に向けて新任医師や強化された診療科の紹介を目的に臨時

号を発行しました。10月は、Ｂ-１グランプリの開催に伴う病院まつりの中

止について 1 回、厚生労働省から出された再検証要請対象病院に当院が挙

げられたことについて、患者や地域住民へ 1 回、当院のこれまでの取組や

考え方をお知らせする目的で 1回の計 2回発行しました。 

臨時号の発行にあたっては緊急性を評価の上、定期発行分については作

成に 1 か月程度かかるところ、臨時号は作業を内製化することで発行の意

思決定から最短 10日程度で発行できるように体制を取っています。 

 

 また、医療機関向けとして、「地域医療連携だより」を年 4回発行して

います。患者、市民向けの「ブリッジ」とは異なり、当院で新たに行える

ようになった治療や得意とする分野について、医師向けに紹介しているほ

か、新規導入の医療機器についても紹介し、オープン検査での活用促進を

行っています。 

 

 ホームページについて、掲載内容の定期的な見直しや即時性の向上に

取り組んでおります。休代診情報の速やかな公表や、台風等により診療体

制に変更が生じた場合等も遅滞なく掲載しています。新型コロナウイルス

感染症発生時においては病院としての情報だけではなく、地域住民への周

知、最新情報の普及・啓発を目的に病院ホームページにおいて専用ページ

を設置し、市の専門ダイヤルや院内で実施している感染防止対策等、市民

にとって必要と考えられる情報について積極的に掲載を行いました。また、

有事に迅速に対応できるよう、前もって必要となるページを検討し、掲載

する内容の作成を行い備えました。 

 

毎年 5 月に開催する看護フェアには約 80 名の参加をいただき、骨密度、

体脂肪等を測定し、その結果を基に健康、栄養、薬剤の各種相談を受けて

いただきました。 
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2019 年 11 月 23 日（土）、24 日（日）の 2 日間に渡り、隣接する兵庫県

立明石公園にて「Ｂ-1グランプリ in明石」が開催され、当院職員も救護な

どの運営スタッフとして参加しました。当院は、市を挙げてのイベントで

あるＢ-１グランプリの安全・安心の一翼を担うことから、例年同時期に開

催している「病院まつり」を休止し、Ｂ-１グランプリに全面的に協力した

ところです。当日は 10 ヵ所の救護ブースに対し、医師 5 人、看護師 48 人

を配置しました。 

 

12 月には入院患者やご家族をロビーに迎え、年末恒例の「院内コンサー

ト」を開催しました。有志の方によるオカリナ演奏、院内ボランティアに

よる手話コーラスや、病院職員によるファゴット＆ピアノ演奏と楽しいひ

とときを過ごしました。 

 

地域住民に向けた医療に関する啓発活動の他に、市内の学生に対する活

動にも取り組んでいます。 

明石市および神戸市の中学 2 年生が職業体験を行う「トライやる・ウィ

ーク」の受入のほか、看護師が市内中学校に出向いて命の大切さを伝える

「いのちの授業」を行っています。他にも将来看護師になることを希望し

ている学生に対して、夏休み期間中に市内高等学校において講義を行う等

の活動を行っています。 

 

主に地域住民で構成している院内ボランティアは、受付等で患者をフォ

ローする活動を行っています。現在、16名（前年度 16名）が登録していま

す。 

 

５ 総合力による医療の提供 

(１) チーム医療と院内連携の推進 

職種間、部門間で目的や情報を共有し、個々の専門性を活かした連携に

よる治療とサポートを行うため、多職種によるチーム、40 の委員会、合同

カンファレンスなどの運営並びに活動を行いました。 

 

入院患者の栄養管理について、各病棟に担当の管理栄養士を配置してい

ます。特別治療食の患者への食事内容や必要性についての説明や、食事が

進まない患者には、聞き取りに基づく食事内容の検討等を行っています。 

回復期リハビリテーション病棟についても 2019年 2月の設置当初から管
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理栄養士を配置し、栄養管理業務を行っています。 

 

「ＮＳＴ（栄養サポートチーム）」は、延介入件数は年間 921件（前年度

813件）で、ＮＳＴやＩＣＴ（感染制御チーム）等では、専門チームと病棟

看護師をつなぐ役割を持つ看護師を配置するリンクナースシステムを導入

しています。 

 

リンクナースが集まるＮＳＴリンク会は 2 か月に一度開催し、また、各

病棟で勉強会も行い、情報の共有を図っています。 

 

褥瘡対策委員会では、院内研修の実施及び褥瘡ハイリスク回診の定期的

な実施により、早期治癒に努めました。褥瘡の専門的な領域の研修会は「ポ

ジショニング」と「スキンテア」をテーマに 2 回、褥瘡対策委員会を対象

に、「「弾性ストッキング」装着時のＭＤＲＰＵ（医療関連機器圧迫創傷）

予防についての勉強会」を開催しました。 

 

患者サポートセンターを円滑に運営するため、連携している関係部署が

集まって週 1 回を定例としてミーティングを実施し、課題や改善策等につ

いて話し合いました。 

このほか、毎朝のベッドコントロールミーティングや退院支援にかかる

ミーティングを多職種の連携により実施しています。 

 

(２) 情報の一元化と共有 

医事課は、ＤＰＣ情報をもとに関係部署（入院サポート、ベッドコント

ロール、退院調整）へ入院期間Ⅱの到達までの残日数を提示し、医療機能

係数Ⅱ（効率性、複雑性）のアップに向けて情報提供を実施しました。 

月曜日から金曜日までの毎朝 9 時に看護部長室に各病棟及び外来課長、

医事課担当者、診療情報管理係、医療安全管理室担当者が集まり、入院患

者データに基づいて患者情報を共有し、在宅又は転院に向けての調整や、

地域包括ケア病棟、回復期リハビリテーション病棟への転棟を効率的に行

っています。  

 

６ 医療の質の向上 

（１） 医療安全や感染防止対策の徹底 

医療安全管理室について体制を見直し、医師、看護師、薬剤師、臨床工

学技士、診療情報管理士の多職種で再構成しました。 
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インシデントカンファレンスを年間 243 回開催し、情報共有、現場への

ヒヤリング、分析、対策を検討しました。その結果、930 件の報告のうち、

複数報告が 117 件あり、現場から多角的な報告がなされたことで、職種横

断的な改善のきっかけになってきています。また医師からの報告が 64件（全

体の 22%）と前年度の 33件から倍増しました。 

その他、診療の質の改善のため、オカレンス報告制度を導入するための

準備を行いました。 

また、チームでの改善にも取り組み、血糖指示の統一化については糖尿

病管理委員会と、肺血栓塞栓症の予防や経管栄養コネクタの変更について

は関連する様々な診療科・部門と協同で進めました。 

病棟での注射薬与薬業務について、以前は患者 1 人につき 1 日分の薬剤

がまとめて薬剤課から払い出されており、病棟で別途 1 施行ずつセッティ

ングしなければならず、インシデント発生要因の一つとなっていました。

2020 年 2 月にピッキングマシンを導入し、1 施行分ずつセットされた状態

で病棟に薬剤が払い出されるようになったことにより、インシデントの低

減が図られました。 

 

地域の医療安全風土醸成の取り組みである「あかし医療安全ネットワー

ク」については、事務局として 2 年目の活動を行い、17 病院と協力し相互

チェックシートを作成し、相互評価を行いました。医療安全管理体制では、

各病院において改善が認められ、地域での情報共有、意見交換の意義が果

たせました。 

 

感染対策について、2019 年度は感染対策室に薬剤師を配置し、抗菌薬の

適正利用に取り組みました。抗菌薬適正使用支援カンファレンスは、医師・

薬剤師・臨床検査技師・看護師の 4 職種で原則週 4 日行い、感染症患者の

モニタリングや介入により抗菌薬使用の適正化に努めました。更に、モニ

タリング対象患者の拡大や早期からの介入ができるよう手順を整えていま

す。 

手術部位感染については、外科系医師・手術室看護師・病棟看護師と連

携して改善策を協議し、感染率の低下に向けて取り組んでいます。 

新型コロナウイルス感染症については、2月中旬より流行しはじめ、院内

の予防対策、職員教育に努めてきました。2020 年度も継続して対策強化に

あたっていきます。 
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 （２） 質の向上のための取組の強化 

2019年度は品質管理室を新たに設置し、多職種（医師、看護師、薬剤師、

診療放射線技師、事務職員）で構成し、質向上の仕組み作りの活動を行い

ました。 

特に中期計画戦略マップ、年度計画等の方針に基づいた改善活動を推進

する方針管理活動を展開したほか、業務の標準化のため文書の棚卸を行い

ました。さらに他部門の業務を互いに知り改善することを目的とした「相

互チェック」を本年度も引き続き実施しました。 

こうした取組を継続的に実施したことで、ＩＳＯ９００１の認証継続が

できています。 

 

クリニカルパスについて、パスに対する理解を深めるとともに意識の向

上につなげるため、第 2 回となる「パス大会」を開催し、61 名が参加しま

した。 

2019年度はパス大会だけではなく、パスの活用度向上を目的に、「クリニ

カルパスフォローアップ研修」を行い、延 65名が参加しました。 

その他、パス数の向上やパスの作成促進を目的に、パス作成日を病棟毎

に設定し、パスの作成に時間を充てやすいよう工夫を行いました。 

これらの取組の結果、2019 年度中に承認したパス数は 54 件（うち新規

12件、改定 42件）、パスの適応率は 37.8％（前年度：35.0％）となりまし

た。 

 

（３） コンプライアンス（法令・行動規範の遵守）の強化 

「職業倫理指針」「臨床倫理指針」「患者さん＝医療者のパートナーシッ

プ」といった行動規範や倫理委員会等の組織により、法令等行動規範の順

守や職業倫理、臨床倫理の実践に努めました。医療に関する倫理上の問題

は倫理委員会を開催しており、2019 年度は 14 案件（前年度 11 案件）につ

いて審議を行いました。 

障がい者雇用については、8名が従事しています。 

 

また、地方独立行政法人法の一部改正（平成 30年 4月 1日施行）に伴い、

2018 年度に新設した内部通報については 2019 年度中、1 件の通報があり、

対応を行いました。 

内部通報制度に加え、2019 年度は内部統制システムの構築に取り組みま

した。制度を実効性のあるものとするために、運用を始める前に管理職を

対象に勉強会を行いました。内部統制とは何なのかといったところから、
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実際に発生する業務等について、当院の監事である弁護士、内部統制担当

役員、担当職員から説明し、ケーススタディも含め質疑応答を行いました。

システムの実運用については、2020年度に一部スタートしています。 

 

前年度に判明した過年度に医薬品の実地たな卸作業が実施されていなか

った事実を重く受け止め、今年度も前年度末同様、法人の規程に則り実地

たな卸作業を行いました。規程では年度で 1 回以上の実地たな卸を義務付

けられていますが、今年度は薬剤課と財務課が協議のうえ、四半期に 1 回

の実地たな卸を実施し、規程を遵守するとともに採用医薬品の削減や後発

医薬品への切り替えを積極的に進めるなど、業務の適性化にも取り組みま

した。 

 

個人情報保護や情報公開については、110件（前年度 105件）のカルテ開

示請求に対し、明石市の条例に基づき適切に処理を行いました。 
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第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

１ 医療職が集まり成長する人材マネジメント 

(１) 必要な医療職の確保 

診療科の体制について、2019 年 4 月には糖尿病内科、消化器内科、心療

内科・精神科、外科、小児科、眼科医師を確保し、前年度末から 4 名増の

59名体制でスタートしました。 

年度途中に整形外科医師の減が発生し、年度末の時点では常勤医師 58名

となりました。 

2020年度については、人事異動や開業に伴い 6名減少しましたが、11名

の採用があり、常勤医師 63名体制でスタートしています。 

また、将来的な医師の確保につなげるべく、2014 年度以降新規募集を停

止しておりました医師就学等資金貸与について、2020 年 3 月より募集を再

開しました。これは、医学を専攻し、将来、当院において医師の業務に従

事しようとする学生に対し、修学又は研修に要する資金を無利息で貸与し、

その後、一定期間当院で勤務した場合は修学等資金の返還を免除するもの

です。 

 

看護師については、大学や養成機関への訪問（20校）、合同説明会への参

加（5 回）、病院での茶話会（3 回で計 33 名参加、うち 15 名が採用試験を

受験）を実施しました。 

また、2019年度においても、看護対策プロジェクト「チームオクトパス」

が活動しました。その中の「採用支援チーム」ではインターンシップ（3回

実施、参加者計 22名）、茶話会、出前授業、ブログ・病棟紹介はがき作成、

フェイスブック、合同説明会への参加等の活動を行いました。また、新た

な取組として中学生を対象に「看護体験」を計画しましたが、台風の影響

で中止となりました。茶話会においては男性の看護学生のみを対象とした

「男子限定茶話会」を開催しているほか、新人看護師の出身校に当人の写

真とメッセージを記載したポスターを作成し、学校訪問の際に持参するな

ど、看護学生や高校生などに対して、看護師や病院の魅力を様々な角度か

ら丁寧かつ継続的に情報発信しました。 

また、「内部環境改善チーム」の活動の一環として、入職した新人看護師

のフォローアップにも取り組みました。新人看護師に対しアンケート調査

を実施し、その結果に応じて茶話会やランチ会の開催、メッセージカード

の作成や新人表彰状の作成など、きめ細やかなサポートを行いました。 

こうしたチーム活動を一助として、2020年 4月には新卒 18名、既卒 2名

の新規採用看護師を確保しました。また、看護師の離職率についても 6.25％
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（前年度 6.59％）と低い水準で推移しています。 

 

医療技術職については、2019 年 4 月に臨床検査技師 1 名、放射線技師 1

名、理学療法士 4 名、作業療法士 1 名、薬剤師 3 名、管理栄養士 1 名を採

用しました。その他、年度途中にも臨床検査技師 1 名、作業療法士 1 名、

理学療法士 1名、薬剤師 1名を採用しました。 

2019 年度は中途採用にも力を入れ、上記のうち、薬剤師 2 名を管理職と

して採用した他、臨床検査技師、理学療法士、作業療法士、管理栄養士に

ついても経験者を採用し、他院での経験を活かして業務を行っています。

今後も、各職域の年齢層の偏りを見ながら、必要に応じて経験者採用に取

り組みます。 

 

また、医療事務作業補助者及び看護補助者を配置し、医師や看護師の業

務負担軽減を推進しており、それぞれ医師事務作業補助体制加算、急性期

看護補助体制加算を算定しています。 

現在勤務している看護補助者に対して「助手研修」を年 6回開催し、個々

のスキルアップに努めています。 

 

ワークライフバランスを推進する観点から導入している看護師の夜間専

従勤務制度は、2019年度は 3名（前年度 3名）が従事しました。 

また、医師の働き方の多様性の取組として在宅勤務制度を 2019年 1月に

導入し、放射線科医師 1名が自宅にて遠隔読影に従事しました。 

 

雇用形態の多様化について、無期雇用制度を導入しています。契約期間

満了を迎える有期雇用職員のうち無期への転換希望があった職員に対し面

接を行い、2019年度中に新たに 8名の切り替えを行い、2020年 4月 1日時

点では 41名が「準職員」として業務を行っています。 

 

院内保育園については、2019年度末時点で、63名の職員、83名の児童（う

ち 0 歳児は 8 名）が登録しており、1 日平均 8.4 名程度の利用があります。

一時預かりについても対応しており、休日に開始される研修やイベント参

加によって、登録者数が増加傾向にあります。 

 

労務管理の面においては、労働時間の適切な管理と人事管理業務の効率

化を目的に 2017年度に勤怠管理システムを導入しています。 

時間外勤務をより適切に管理するため、安全衛生委員会における各科
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（課）の時間外時間数の実績確認および健康管理指導に加え、診療情報や

財務情報をまとめた「マンスリーレポート」に時間外時間数の実績を掲載

し、毎月開催している経営戦略会議や運営会議で管理職に周知するととも

に必要な指導を促すなど時間外勤務の抑制と適正管理を図っています。 

 

また、働き方改革によって義務付けられた年休 5 日以上の取得について

も、勤怠管理システムによって職員 1 人ひとりの年休取得状況の把握に努

めました。11 月時点で年休 3 日以上取得できていない職員について、所属

長に通知の上、年休の取得計画作成を依頼しました。 

 

36 協定に関し、特に医師に関する状況について、健康面への配慮を前提

としつつ、医療の特殊性を鑑みた当院における現実的な上限とするため労

使の協議を経て、見直しを行いました。 

 

【目標値及び実績値】 

項  目 
2017年度 

実績値 

2019年度 

目標値 

2019年度 

実績値 

目標値 

との差 

中期計画 

目標値 

常勤医師数 59人 62人 58人 ▲4人 65人 

看護師数 254人 270人 289人 ＋19人 290人 

※常勤医師数に初期研修医は含まない。 

 

(２) 魅力ある人材育成システム 

医師初期臨床研修プログラムの充実を図りました。研修医は、2019 年度

は 1年次 3名、2年次 2名が学びました。 

 

新人看護師については、新任看護職員卒後研修プログラムにより、接遇、

看護倫理、臨床実践、マネジメント（自己管理、安全管理、情報管理）等

の能力向上に努めました。 

 

2015 年度に導入した看護技術教育ＷＥＢシステム「ナーシングスキル」

について、2017 年度からは動画講義システムを活用し、院内研修を実施し

ています。また、看護師だけではなく全職員が使用可能な状態となってお

り、職員が自己研鑽のために使用することで、医療の質の向上を図ってい

ます。 
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また、看護師をめざす学生を対象にしたインターンシップを実施し、22

名（前年度 17 名）を受け入れました。そのうち 10 名が受験し、うち 5 名

が 2020年 4月からの採用につながりました。 

 

質の高い看護サービスを提供するための人材育成を目的として、看護部

ではクリニカルラダーを導入しています。看護の臨床実践能力を段階別に

し、臨床能力・人間関係能力・マネジメント能力・研究能力の 4 領域で評

価する教育体系モデルで、年 1回看護研究発表会を実践しています。 

また、2017 年度からは日本看護協会ラダーに準じ、レベルⅤを新たに設

けました。能力構造は、「臨床実践能力」「組織的役割遂行能力」「自己教育

研究能力」の 3領域で評価する教育体系モデルを導入しています。 

 

ＩＣＬＳ（心停止蘇生トレーニング）については、市医師会、明石医療

センター及び当院の三者合同で開催しています。2019 年度は当院主催で 7

回実施し、インストラクターの養成を行っています。院内ではＢＬＳ（一

時救命処置）コースを開催しており、医療従事者全員に受講を義務付けて

います。 

また、ＩＣＬＳコース受講後のスキルアップや知識の維持・ブラッシュ

アップを目的に実践形式のコードブルー訓練を 3 回（3 階西、4 階西、5 階

西病棟）開催しました。多数の医師や看護師が参加し、緊張感もあるなか、

一連の流れの確認を行い、課題の確認を行いました。 

また、「ＤＮＡＲ指示について考えよう」をテーマに、ＤＮＡＲ研修会を

1回開催しました。ＤＮＡＲ指示は日常的にだされているものですが、その

捉え方が医療従事者によって異なり、医療現場、特に急変対応の現場では

混乱をきたすことがありました。ＤＮＡＲはどういった患者や処置を対象

に誰が決めるのか、そもそもＤＮＡＲの意味は何なのかといった基本的な

ところから再度考えなおしました。 

 

認定看護師資格取得に関して全面的な支援を行っており、2020 年 4 月時

点で認定看護師は 9分野 13名となっています。 

 

2017 年度に検討した院内教育システムについて、引き続き当該システム

に基づいて階層別研修を実施しました。地域医療支援病院職員としての自

覚を持ち、自らの質の向上に努め、地域、患者、組織に貢献できる人材を

育成することを目的に、院内研修を一元管理し、体系だった研修の実施に

取り組んでいます。 
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今後の病院経営においては、地域医療構想に基づき、各医療機関が選ぶ

べき医療機能と、将来的な経営の質が問われています。これらの課題に対

して自己啓発支援制度を整備し、役職や職種にとらわれず、職員に対して

医療政策や病院経営などについて積極的に学習機会を提供する等、経営に

資する人材の育成に取り組んでいます。2019 年度は 3 名が大学が開催する

人材養成プランや、病院経営管理士の通信教育を受講しました。 

 

２ 経営管理機能の充実 

(１) 役員の責務 

常勤役員（理事長、副理事長、理事）で構成する理事会は、重要議案の

上程時期（概ね 3 か月に 1 回）に開催し、経営にかかる最高意思決定機関

として検討と決定を行いました。 

また、常勤役員および副院長それぞれに担当業務を分掌し、役割をこれ

まで以上に明確化しました。役割だけではなく、院内委員会においても担

当役員等を設定し、情報の滞りなく組織の統括と指揮を行えるように仕組

みを構築しました。 

そうした役割に応じて責任をもって発言する「経営戦略会議」を原則月 1

回、必要に応じて月 2回のペースで、2019年度中 18回開催しました。直面

する経営課題の対策を中心に検討し、決定を行っています。 

その他、理事長と院長、看護部長、経営管理本部による「管理会議」を

週 1 回開催し、情報の共有や重要案件にかかる方針の決定、課題対応策の

検討等を行いました。 

 

また、経営陣の一員として主体的に行動できるよう、役員 2 名が「医療

経営人材育成プログラム」とＭＢＡ取得につながる「医療マネジメントコ

ース」をそれぞれ受講するなど、自己研鑽に積極的に取り組みました。 

 

こうした重要会議での発言等を通じて、各役員の経営陣の一員としての

自覚と責任感がさらに醸成されてきたところです。 

 

(２) 管理運営体制の充実 

全管理職が一堂に会し、経営情報の共有を図るとともに各部門の課題に

ついて検証し議論を深める運営会議を月 1回開催しました。 

運営会議の中では、経営情報等の重要情報の共有はもとより、各委員会

で課題となっている事項についての情報共有や、外部研修等で得た知識の

共有等に取り組みました。 
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また、2020 年 2 月以降、新型コロナウイルス感染症について、近隣地域

で感染者が発生したことを受け、当院での対応についての情報共有および

検討を行いました。 

 

各部門長は、人事評価とリンクした部門の数値目標の達成に向けて、責

任をもってそれぞれの部門のマネジメントを行いました。 

2020 年度から、人事評価とＢＳＣの切り離しが実施されますが、ＢＳＣ

の運用は継続して取り組みます。管理職の中でもＢＳＣに関する理解度や

完成度等にばらつきがあることから、より実効性のあるものとなるよう、

切り離し後の運用面を検討する必要があると考えています。 

 

市派遣職員からプロパー職員への置換が進んだ事務部門において、プロ

パー職員がより主体的に行動し問題提起や課題解決に取り組むことを目的

に「事務担当リーダー会議」を設置しています。オブザーバーに院長、看

護部長が加わり、週 1回議論を行いました。 

 

(３) 事務職の育成の推進 

市からの派遣職員との置き換えについて、年度末をもって 1 名が定年退

職となり、2020年 4月時点で派遣職員は 2名となっています。 

また、民間病院等での経験のある人材登用として、2019 年 4 月に経営企

画課長を、5月に医事係長を採用しました。 

 

2017 年度にＴＱＭ活動を通じ、地域医療支援病院職員としての自覚を持

ち、自らの質の向上に努め、地域、患者、組織に貢献できる人材を育成す

ることを目的に、院内教育システムの検討を行いました。2018 年度以降、

このシステムに基づいて院内研修を一元管理し、事務職員だけではなく、

医療職も含め、階層別研修などをはじめ、体系だった研修の実施に取り組

みました。 

また、事務部門の中で人事異動を行い、管理系部門と医療系部門での人

材の流動性を確保することが、職員の専門性の向上にもつながると考えて

います。2019年度は期間中 1名が異動しました。 

 

３ 構造改革の推進 

(１) 組織風土の改革 

ＢＳＣを活用し、ＱＣの考え方について学ぶべく、延 4 回の勉強会を開

催し、16部署が参加しました。 



 - 48 - 

その成果を発表するＱＣ発表会については、新型コロナウイルス感染症

の流行に伴い中止となりましたが、2020 年度以降も継続して取り組んでい

ます。 

 

運営会社のサービス停止に伴い、運用を中止していた職員向けのデジタ

ルサイネージについて、2019 年 8 月より放映を再開しました。経営情報を

はじめに、医療安全情報や感染防止対策についての情報を放映し、経営参

画意識の他にも危機管理意識の醸成に努めています。 

 

ＢＳＣについて、中期計画や年度計画、第 3 期中期計画期間の戦略マッ

プで示す病院の方向性と各科（課）の展望にズレがないよう、ＢＳＣ策定

時に各科（課）に示すとともに、予算ヒアリングにおいて内容の確認を行

っています。 

 

(２) 人事評価制度の運用 

人事評価制度について、前年度の評価結果を反映する取り組みを 2019年 6

月の夏季一時金で行いました。 

一方で、ＩＳＯ9001の受審の中で、所属長の業績評価を各科（課）ＢＳＣ

に基づいて行っていることが課題となりました。所属長の評価とＢＳＣが紐

づいていることで、チャレンジングな目標を立てにくい、ＢＳＣから個人目

標を設定することが難しい等の意見もありました。人事評価制度の本来の目

的である職員のモチベーション向上に資する制度とすべく、2019年度に人事

評価制度とＢＳＣの切り離しを検討し、2020年度から完全に分離しての運用

に取り組んでいます。 

今後も、制度の運用のなかでの反省を踏まえながら、制度導入の目的であ

る職員のモチベーションの向上、組織の活性化、人材育成に資する制度とな

るよう、改善すべきは改善しながら取り組むことが必要と考えています。 

 

(３) 労働生産性の向上 

医師の業務負担軽減を目的に配置している医師事務作業補助者について、

新たな取組として、医師の満足度調査を実施しました。調査の結果、他科

で行われている業務について医師事務作業補助者間で情報共有を行い、業

務フローの作成、業務手順の共有を行うこととしました。こうした取組に

よって、本来の目的である医師の業務負担軽減だけではなく、医師の労働

生産性の向上にも寄与しています。 

看護師の負担軽減として、医事業務委託の契約更新を行ったタイミング
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で、病棟へ委託職員を配置しました。病棟に事務を担う職員がつくことで、

これまで看護師が行っていた事務作業の一部を委託職員が担うことができ

るようになりました。 

また 2020年 2月からピッキングマシンが稼働しています。ピッキングマ

シンの導入により、薬剤師については注射薬の調剤に係る時間が大幅に短

縮化され、病棟看護師についても薬剤の確認・管理手順が簡略化されるな

どの改善が図られました。 

こうした業務負担軽減の取組により、医療専門職がそれぞれの本来業務

に専念できるように取組を進めています。 

 

また、医師のワークライフバランスや時間外抑制の観点から、日当直勤

務によって発生した時間外勤務について、これまで平日の時間外勤務につ

いては振替休暇の対象外となっていましたが、これを改め、振替休暇を取

得できるように規程変更を行いました。 

 

医事課において、入金機を導入しました。これによって、職員の業務負

担軽減が図られた他、金銭の数え間違え等の抑制や業務の質向上につなが

りました。 

 

また、ロボットプロセスオートメーション（ＲＰＡ）について、事務部

門において導入の検討を行いました。結果として、事務部門への導入は見

送られましたが、2020年度は範囲を広げ、検討を行っていきます。 
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第３ 財務内容の改善に関する事項 

１ 業績管理の徹底 

(１) 診療実績の向上による収入の確保 

2017年度に確立させた内科系・外科系 24時間 365日の救急受入れ体制を

維持し、救急車による搬送患者の受入要請にできる限り断ることなく応え

てきたことで、前年度と同水準の 3,164人を受入れました。 

医師会との連携の強化や地域医療機関との「顔の見える連携」を継続し

たことで、紹介率は 78.7％で目標値、前年度実績を上回りました。 

ＤＰＣデータに関しては、効率性指数係数アップを目標に、入院期間Ⅱ

以内の退院・転棟・転院の分析等を実施し、2019 年度のＤＰＣⅡ以内の退

院率は 73％（前年度 69％）となりました。 

こうした取組の結果、急性期病棟の平均在院日数は 9.1 日（前年度 9.4

日）まで短縮されています。新入院患者数は 7,377 人（前年度 7,229 人）

と前年度と比較して増加し、急性期入院単価も 62,075円と 1,000円以上改

善されました。 

また、地域包括ケア病棟や回復期リハビリテーション病棟の稼働も好調

に推移したことで病院全体の稼働に貢献しました。稼働病床数自体が増加

したことで稼働率には大きな影響は出ていませんが、1 日平均患者数は

259.2人/日（前年度 235.9人/日）と約 20人/日増加し、収益にプラスの影

響をもたらしました。 

年度途中の 2019年 9月以降、回復期リハビリテーション病棟の入院料が

6 から 3 にランクアップしたことにより単価が上半期 29,455 円から下半期

31,121円と約 1,700円改善されたことも影響しています。 

 

施設基準について、2020 年度診療報酬改定に向けての分析を行い、職員

向けの研修会を開催しました。 

 

診療報酬請求の査定率は 0.14％（前年度 0.23％）で、前年度同水準とな

りました。 

また、2019 年度に発生した未収金の件数は 1,866 件でした。うち 1,405

件は自院において回収しており、年度末時点での未収件数は 461件でした。

未収金対策として実施している弁護士への回収委託件数は100件（うち2019

年度単年度分 31 件）です。うち、回収実績は分納回収も含み 60 件（同 5

件）です。 

 

 



 - 51 - 

【目標値及び実績値】 

項  目 
2017年度 

実績値 

2019年度 

目標値 

2019年度 

実績値 

目標値 

との差 

中期計画 

目標値 

一日平均入院患者数 

病床稼働率 

入院診療単価（一般病棟） 

入 院 診 療 単 価 （ 回 復 期 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 病 棟 ） 

新入院患者数 

一日平均外来患者数 

外来診療単価 

258.1人 

85.7％ 

57,560円 

- 

7,199人 

585.1人 

15,607円 

268.2人 

81.0％ 

60,154円 

35,430円 

7,416人 

545.0人 

16,698円 

259.2人 

78.9％ 

62,075円 

30,364円 

7,377人 

551.5人 

17,007円 

▲9人 

▲2.1㌽ 

＋1,921円 

▲5,066円 

▲39人 

＋6.5人 

＋309円 

281.2人 

85.0％ 

63,000円 

32,000円 

7,673人 

550.0人 

17,000円 

※病床稼働率…１日平均入院患者数／稼働病床数×100 

※稼働病床数について、2017 年度は 301 床、2019 年度は 6 階東病棟の再稼働に伴

い 30床増加の 331床で算出している。その影響で、見かけ上、稼働率は下がっ

ている。 

 

(２) 支出管理などによる経費削減 

具体的な経費削減策として 

・委託業務の費用対効果の向上 

・ベンチマークシステムの活用・運用 

・診療材料等の価格交渉 

・薬品の価格交渉 

等に引き続き取り組みました。 

 

委託費について、費用と委託業務内容の総合的な見直しを図りました。 

委託費の増加について、最低賃金の上昇等、社会の動向も踏まえ、一定

の増は人件費の増加の影響として理解する中でも、仕様書の見直しを含め

た委託業務内容の改善を図り、より効率的な運用に切り替えることで委託

業務の質の向上に取り組みました。 

例えば、清掃業務委託については当院職員が実施していた業務について

も委託業務に含めるなど、業務量の増加を図りました。医事業務について

も契約期間（3年）は変えずに、最低賃金の変動を見ながら、契約金額につ

いては社会的情勢に合わせた変動幅に収まるよう、1年毎の見直しとしまし

た。 

 

また、材料費についてはベンチマークを活用し、価格交渉を継続して実
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施しました。2019 年度は特に薬剤費について取り組みました。薬剤に関す

る価格についてこれまで以上に競争させられるよう、財務課と薬剤課が連

携し、費用面だけではなく運用面も含めて検討したほか、薬事委員会にお

いて不良在庫削減のため一増一減を基本とする採用ルールの整備、また後

発薬選定基準の新設等に取り組み、薬剤費の圧縮に努めました。 

 

月次の損益や主要な経営指標等について、経営分析資料として毎月の経

営戦略会議で報告しました。 

また、資金についても、キャッシュ・フローの月次推移表を作成し、そ

の動きを注視するとともに、経営戦略会議で報告し、情報共有しました。 

同時に、病床稼働率や診療単価、各種財務指標といった年度計画に掲げ

た数値目標の進捗状況や、診療科ごとの外来・入院患者数、医業収益、医

師別稼働額、全科（課）の時間外勤務状況、紹介率・逆紹介率など、詳細

な診療情報および財務情報を「マンスリーレポート」として可視化し、毎

月開催している運営会議や診療科長会議で供覧することにより、職員が共

通認識をもって病院全体の業務管理に取り組めるよう、継続して作成して

います。 

 

＜関連指標＞ 

項  目 2019年度 

実績値 

人件費対経常収益比率 54.6％ 

 

【目標値及び実績値】 

項 目 
2017年度 

実績値 

2019年度 

目標値 

2019年度 

実績値 

目標値 

との差 

中期計画 

目標値 

材料費対医業収益比率 

経費対医業収益比率 

人 件 費 対 医 業 収 益 比 率 

26.8％ 

14.4％ 

58.2％ 

25.0％ 

15.8％ 

61.0％ 

24.0％ 

15.8％ 

62.3％ 

＋1.0㌽ 

±0㌽ 

▲1.3㌽ 

25.3％ 

14.1％ 

58.0％ 

   ※消費税の取扱いを一部変更したため、「事業報告書」と一部異なる。 

 

(３) 原価計算の活用 

    従前の診療科別の原価計算とは別に、各診療科における診療行為別原価計

算の仕組みを構築し、各診療科長との予算ヒアリングにおいて利用しました。

原価計算を活用して材料費比率等の収支改善に活用できるよう試行錯誤を
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重ねながら運用の見直しや精度の向上を図っていきます。 

 

２ 安定した経営基盤の確立 

（１）収支の改善 

2019 年度は職員数増加の影響から人件費や控除対象外消費税が増加し、

運営費負担金についても一定額減額がなされた一方で、平均在院日数の短

縮化等、稼働が下がる要因もある中においても一定の稼働を確保したこと

で入院収益が増加しました。 

その結果、当期純損益は約 1.32億円で 5年連続の黒字決算となりました。 

また、資金については、年度末で 1,736 百万円となり年度当初の 1,587

百万円を 149百万円上回ることができました。 

 

【目標値及び実績値】 

※資金期末残高に定期預金を含む。 

 

（２）計画的な投資 

医療機器の購入については引き続き、医療機器の購入・更新・保守管理

等についての必要性や妥当性なども含めた判断を組織的、計画的に行いま

した。 

2020年度に予定している電子カルテのリプレースについて、2019年度は

業者選定を行いました。各電子カルテベンダーに現行システムの課題を提

示し、当院に最適な次期システムの提案を依頼しました。その後、展示会

やデモを経てプロポーザルを実施し、年度内に契約を締結しています。2019

年度末からは院内でワーキンググループを立ち上げ、2020年 11月のリプレ

ースに向けて取組を進めています。 

購入の際は機器の構成内容の検討も含め、価格の圧縮に努めています。 

 

項  目 
2017年度 

実績値 

2019年度 

目標値 

2019年度 

実績値 

目標値 

との差 

中期計画 

目標値 
累 計 

経常収支比率 

医業収支比率 

医業収益(百万円) 

入院収益(百万円) 

外来収益(百万円) 

105.5％ 

92.7％ 

7,426 

5,086 

2,228 

100.3％ 

93.9％ 

7,693 

5,330 

2,202 

101.7％ 

95.3％ 

7,600 

5,183 

2,270 

＋1.4㌽ 

＋1.4㌽ 

▲93 

▲147 

＋68 

103.0％ 

97.8％ 

8,099 

5,662 

2,271 

102.1％ 

96.5％ 

31,259 

21,895 

8,699 

資金期末残高（百万円） 1,530 1,622 1,736 ＋114 2,921  
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第４ 予算、収支計画及び資金計画 

１ 予算（2019 年度） 

（百万円） 

区  分 予算額 決算額 
差額 

（決算額―予算額） 

収入 
 営業収益 
   医業収益 
   運営費負担金 
   その他営業収益 
 営業外収益 
   運営費負担金 
   その他営業外収益 
 臨時利益 
 資本収入 
   運営費負担金 
   長期借入金 
   その他資本収入 
 その他の収入 
   計 

 
8,663 
7,707 

937 
20 

109 
8 

101 
0 

318 
- 

300 
18 
0 

9,090 

 
8,548 
7,611 

917 
20 

107 
7 

100 
0 

327 
- 

300 
27 
0 

8,982 

 
▲115 
▲96 
▲20 

0 
▲3 
▲2 
▲1 

0 
10 
- 
0 

10 
0 

▲108 

支出 
 営業費用 
   医業費用 
     給与費 
     材料費 
     経費 
     研究研修費 
   一般管理費 
     給与費 
     経費 
 営業外費用 
 臨時損失 
 資本支出 
   建設改良費 
   償還金 
   その他資本支出 
 その他の支出 
   計 

 
8,175 
7,960 
4,544 
2,095 
1,291 

30 
215 
189 
26 
20 
0 

824 
331 
491 

2 
0 

9,019 

 
7,959 
7,742 
4,453 
1,981 
1,280 

28 
217 
194 
23 
15 
0 

889 
395 
491 

3 
0 

8,863 

 
▲216 
▲218 
▲91 

▲115 
▲11 
▲2 

2 
5 

▲3 
▲5 

0 
65 
64 
0 
1 
0 

▲156 

注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と一

致しないものがあります。 

【人件費】 

期間中総額 4,647 百万円を支出しました。なお、当該金額は、法人の

役職員に係る報酬、基本給、諸手当、法定福利費及び退職手当の額に相

当するものです。 
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２ 収支計画（2019 年度） 

（百万円） 

区  分 予算額 決算額 
差額 

（決算額－予算額） 

収入の部 

 営業収益 

   医業収益 

      受託収益 

   運営費負担金収益 

      補助金等収益 

   資産見返補助金等戻入 

   資産見返寄附金等戻入 

   資産見返物品受贈額戻入 

 営業外収益 

   運営費負担金収益 

   財務収益 

   その他営業外収益 

 臨時利益 

8,792 

8,689 

7,693 

1 

937 

18 

2 

0 

38 

103 

8 

1 

93 

0 

8,676 

8,576 

7,600 

0 

917 

20 

0 

0 

39 

100 

7 

1 

92 

0 

▲116 

▲113 

▲94 

▲1 

▲20 

2 

▲2 

0 

2 

▲3 

▲2 

0 

▲1 

0 

支出の部 

 営業費用 

   医業費用 

     給与費 

     材料費 

     減価償却費 

     経費 

     研究研修費 

   一般管理費 

          給与費 

     減価償却費 

     経費 

 営業外費用 

 臨時損失 

8,761 

8,435 

8,193 

4,621 

1,922 

433 

1,188 

28 

242 

203 

15 

24 

327 

0 

8,544 

8,218 

7,976 

4,531 

1,822 

413 

1,183 

26 

242 

207 

15 

21 

313 

13 

▲217 

▲217 

▲217 

▲90 

▲100 

▲20 

▲5 

▲2 

0 

3 

▲1 

▲3 

▲13 

13 

 純利益 

 目的積立金取崩額 

 総利益 

30 

- 

30 

132 

0 

132 

102 

0 

102 

注１）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計

と一致しないものがあります。 

注２）前項の「１ 予算（2019 年度）」との数値の違いは、税処理の扱

いによるものです。 
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３ 資金計画（2019 年度） 

（百万円） 

区  分 予算額 決算額 
差額 

（決算額－予算額） 

資金収入 

 業務活動による収入 

   診療業務による収入 

   運営費負担金による収入 

   その他の業務活動による収入 

 投資活動による収入 

   定期預金の払戻による収入 

   運営費負担金による収入 

   その他の投資活動による収入 

 財務活動による収入 

   長期借入による収入 

   その他の財務活動による収入 

  前事業年度からの繰越金 

10,641 

8,773 

7,707 

945 

121 

18 

- 

- 

18 

300 

300 

0 

1,550 

10,495 

8,581 

7,540 

924 

117 

627 

600 

- 

27 

300 

300 

0 

987 

▲145 

▲192 

▲167 

▲21 

▲3 

610 

600 

- 

10 

0 

0 

0 

▲563 

資金支出 

 業務活動による支出 

   給与費支出 

   材料費支出 

   その他の業務活動による支出 

 投資活動による支出 

   定期預金の預入による支出 

   有形固定資産の取得による支出 

   無形固定資産の取得による支出 

   その他の投資活動による支出 

 財務活動による支出 

   長期借入金等の返済による支出 

   その他の財務活動による支出 

 翌事業年度への繰越金 

10,641 

8,195 

4,732 

2,095 

1,367 

302 

0 

300 

0 

2 

522 

491 

31 

1,622 

10,495 

7,969 

4,630 

1,816 

1,523 

1,070 

800 

262 

5 

3 

520 

491 

29 

936 

▲145 

▲226 

▲102 

▲279 

155 

768 

800 

▲38 

5 

1 

▲2 

0 

▲2 

▲685 

注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と一

致しないものがあります。 
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第５ 短期借入金の限度額 

実績はありません。 

 

第６ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込ま

れる財産の処分に関する計画 

なし 

 

第７ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財

産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画  

なし 

 

第８ 剰余金の使途 

2019 年度決算によって生じた剰余金については、全て積み立てました。 

 

第９ 地方独立行政法人明石市立市民病院の業務運営等に関する規則で定め

る業務運営に関する事項 

１ 施設及び設備に関する計画（2019 年度） 

（百万円） 

施設及び設備の内容 決算額 財源 

病院施設、医療機器等整備 300 明石市長期借入金 

 

２ 人事に関する計画 

事務部門における民間病院等からの人材登用について、2019 年度は経営

企画課長、医事係長を採用しています。 

市からの派遣職員との置き換えについては、2020 年 4 月の時点で派遣職

員は 2 名となっております。  


